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1概要書
退職給付会計の将来展望に関する一考察
早稲田大学大学院会計研究科
専門職学位課程
村上拓郎
【本稿の目的】
近年、退職給付会計の将来的な在り方について、国際的に活発な議論が繰り広げられてお
り、その議論の成果物ともいうべき会計基準の改訂も進行している。日本基準では、論点整
理を経て現在では公開草案まで公表されており、会計基準化が待望される状況にある。また、
国際財務報告基準では改訂 IAS19 が発効され、2013 年から適用されることとなった。また、
米国基準では SFAS158 発効によって、これまでの年金会計に関する会計基準の内容が一部
改正された。かくたる現状を踏まえ、本稿は、日本基準、国際財務報告基準、米国基準に
おける退職給付会計基準の現行基準および見直し案を俯瞰し、それぞれの見直し後の影
響等をも考慮に入れた上で、退職給付会計の将来展望に関して今後妥当と思われる姿の
研究を試みるものである。
【本稿の構成】
第 1 章では、退職給付会計に関連する課題点を挙げ、そのうえで筆者が何故退職給付会計
に関する研究を志すに至ったかを述べた。
第 2 章では、日本基準、国際財務報告基準、米国基準のそれぞれにおける現行退職給
付会計基準の概要について詳述した。とりわけ日本基準への言及に紙幅を割き、我が国
の企業年金の起源や退職給付会計基準が導入された経緯、これまで辿ってきた歴史的変
遷、会計観や概念フレームワークを通した検討、問題点などを取り上げるなど、あらゆ
る角度から掘り下げて論じた。
第 3 章では、近年、国際的な会計基準コンバージェンスの動向のもとで、日本基準、
国際財務報告基準、米国基準のそれぞれにおいて、退職給付会計基準の見直し案の議論
2が推進されている。未認識項目の即時認識に関わる論点、割引率に関する論点、財務諸
表における表示に関する論点など大変多岐に渡るものである。そこで、各基準における
見直し案について、それぞれの異同について詳細に検討を試みた。
第 4 章では第 3 章で詳述した、日本基準、国際財務報告基準、米国基準における退職
給付会計基準の見直し案を踏まえ、当該見直し案が実施された場合において、日本及び
他の世界各国の経済社会では如何なる影響が生じるのか、検討を行った。そして、それ
らの影響によって懸念される問題を解決するための対応策についても詳論している。
第 5 章では第 2~4 章において詳細に述べてきた日本基準、国際財務報告基準、米国基
準における現行および見直し案の会計処理を、より影響の大きい 3 つの論点に関して詳
細に比較・検討し、より妥当であると考えられる退職給付会計の会計処理について一定
の見解を示した。そして、これまでの議論を全て踏まえた上で、退職給付会計の将来展
望に関する具体的結論を述べた。
第 6 章では第 1～5 章で述べてきた内容をそれぞれ振り返った上で、議論の総括を行っ
た。最後に、今回は紙幅の関係上取り上げることができなかったが今後是非とも注目し
てゆきたい、退職給付会計に関わる研究課題などを幾つか提示して、本稿を締めくくる
こととした。
【結論】
まず、第 1 章では、何故退職給付会計に関する研究を志すに至ったのか、その動機を述べ
るなかで代表的な課題点として位置づけられる未認識項目の会計処理について主に言及した
が、他にも課題点は多岐にわたっている。数ある財務会計の論点の中で、如何にして退職給
付会計に行き着いたのか、筆者自身の強い問題意識や拘りを表現することができたと考えて
いる。
次に、第 2 章では、現行の退職給付会計基準について、各会計基準設定主体の基準を俯瞰
し、より重要度の高い会計処理を挙げその内容について詳論した。いずれの会計基準設定主
体の基準に関しても、基準が設定された当初と比べて現在では経済社会がより複雑化してい
ることから、基準自体が経済実態に即していない面が生じていることが明らかになった。し
たがって、必ずしも財務諸表利用者に資する退職給付会計情報が提供されているとはいえな
い状況であると思われた。
3次に、第 3 章では、世界的な会計基準コンバージェンスの動向の中、退職給付会計基準の
改訂は如何なる形で実施されているのかを詳論した。その過程で各会計基準設定主体は相互
に歩調を合わせながら慎重に改訂作業を進めていることもあってか、改訂作業が当初予定さ
れていた予定よりも遅延傾向にあることが浮き彫りにされた。もっとも、この傾向は好まし
くないものであると断定することはできない。何故なら、短期間に何度も会計基準が見直さ
れることは回避すべきであり、改訂にあたってはそのような事態に陥らないためにも、着手
する項目やその順序の見極めを一定の時間をかけて慎重に行うことは許容されるべきだから
である。
次に、第 4 章では、各基準において進められている見直し案に挙げられている会計処理が
経済社会・会計実務に及ぼすと考えられる影響について詳論した。日本基準では、基準改定
に伴う企業における実務的負担を軽減すべく強制適用時期を 1 年間遅らせる形で猶予を与え
ることや、財務諸表上のインパクトが大きいために未認識項目の即時認識に関しても実施方
法につき 2つの案を提示すること等が検討される運びとなった。また、国際財務報告基準で
は、経営上のリスクの顕在化や投資家への説明責任の増大が見込まれることから、統合的な
リスク管理体制の確立および年金制度自体のガバナンス向上が早急に求められる状況となっ
ている。また、米国基準では、割引率の設定方法について、嘗ては貸借対照表日前 3 ヶ月以
内の一定日のものを用いるとされていたが、SFAS158 発効後は貸借対照表日に限定された。
これによって、企業側の恣意性を排除し、企業間での比較可能性が向上することが期待され
る反面で、測定日を限定することによって、貸借対照表日現在の市況に大きく左右される恐
れが生じたといえよう。
ここまでの検討を通じて、どの会計基準設定主体の見直し案を採っても経済社会・会計実
務に対する影響は存在するが、とくにランク付けするならば米国基準、国際財務報告基準、
日本基準の順に影響は多大なものになるという結論が得られた。
次に、第 5 章では、日本基準、国際財務報告基準、米国基準における現行及び見直し案の
会計処理を①期間配分方法、②割引率、③未認識項目(数理計算上の差異および過去勤務差異)
の処理、④会計観の計 4 つの論点に関して比較検討した。①に関しては、日本基準の公開草
案で採られている給付算定方式に従う方法と期間定額基準の選択適用が妥当であるという結
論が得られた。何故なら、給付算定式に従う方法と期間定額基準の双方において、メリット
およびデメリットが存在するため、どちらが優れている方法なのか明確に断定することは困
難を極めるため、従来からの会計実務である期間定額基準をも存続させつつ、最終的には企
4業の判断に拠って選択適用させるべきだと考えるからである。
②に関しては、割引率は、国際財務報告基準(現行 IAS19)のように加重平均割引率を用い
るのが妥当であり、日本基準の公開草案においてこの取扱いが盛り込まれたことは歓迎すべ
きであるとの結論が得られた。何故なら、時期や金額の異なる給付から成り立つ退職給付債
務を適切に割り引くためには、各期間の割引率を合理的に反映させることが可能な加重平均
割引率が最も妥当だと考えられるからである。
③に関しては、米国基準のような、未認識項目を即時認識し、残存勤務期間に渡ってリサ
イクリングする会計処理が最も優れているのではないかとの結論が得られた。何故なら、原
価計算を円滑に行い、また投資家に対し適切な純利益情報を提供し、更には企業の恣意性排
除を実現するためにはこの会計処理が最も妥当であると考えられるからである。
④に関しては、適切な期間損益計算を重視する収益費用アプローチではなく、資産性ある
資産及び負債性ある負債の計上を重視する資産負債アプローチの方が、投資家に対し「企業
の富」の増減の状況を適切に報告することが可能となる点で優れていると結論付けた。した
がって、資産負債アプローチを重視した国際的な会計基準が合理的であり、会計基準コンバ
ージェンスに拠って我が国の基準と国際的な会計基準との差が解消されようとしている現状
は好ましいものであると考えた。
以上で述べてきたような形で、各会計基準における会計処理を整理し、より妥当であると
考えられる会計処理について一定の見解を示すことができたと考えている。
最後に、第 6 章では、第 1~5 章の議論の総括を行うことができた。また、今後において我
が国の退職給付会計基準が如何なる形をとるのが妥当であるのか、筆者自身の見解を示すこ
とができた。それは、確定給付型年金の縮小・廃止や確定拠出型年金への転換を早急に推進
していくだけでは不十分であり、会計基準設定・適用段階での対応策や、キャッシュバラン
ス・プラン導入に拠る対応策を講じていくのが妥当であるとの考えである。そして、これら
の対応策が実行された後に、企業における社内リスク管理の対策を講じるのも有効ではなか
ろうか。
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4第 1 章 はじめに
近年、退職給付会計の将来的な在り方について、国際的に活発な議論が繰り広げられて
おり、その議論の成果物ともいうべき会計基準の改訂も着々と進行している。日本基準で
は、論点整理を経て現在では公開草案まで公表されており、会計基準化が待望される状況
にある。また、国際財務報告基準では改訂 IAS19 が発効され、2013 年から適用されるこ
ととなった。また、米国基準では SFAS158 発効によって、これまでの年金会計に関する
会計基準の内容が一部改正された。
これらの各会計基準において最も大きな論点となっているのは、数理計算上の差異・過
去勤務費用などの所謂未認識項目の認識に係る会計処理についてであるといえよう。未認
識項目の認識に係る会計処理には、未認識項目を複数年度に渡って認識を行う、遅延認識
と呼ばれる会計処理と、未認識項目発生時点において認識を行う即時認識と呼ばれる会計
処理が存在する。各会計基準において改訂が行われる以前は、遅延認識・即時認識の選択
適用が許容されることが通常ではあったが、実務上は遅延認識が選択される場合が大半で
あった。
しかし、遅延認識には次のような問題点が介在するとの批判がなされてきた。第一に、
利益操作の可能性が生じることである。通常、利益が少ない企業にとって、即時認識を選
択するとその期の利益が激減する可能性が大きい。このような場合には、遅延認識を選択
し、毎期一定の少額を認識してゆけば、結果的に利益の大幅な減少は回避できてしまうの
である。これは、言うなれば利益操作の実施に他ならないと考える。
第二に、財務諸表における企業間比較を著しく害してしまうという懸念が生じることで
ある。未認識項目の遅延認識は基準上、残存勤務期間に渡って行われることとされる。し
かし、実務上は各企業の裁量に委ねられている面も大きいと言われている。このことから、
財務諸表利用者が財務諸表を通じて個々の企業の退職給付会計の状況を把握し企業間比較
を行う上で、比較可能性が著しく阻害されるといえるのではなかろうか。
かくなる批判を受けて、退職給付会計基準改訂のなかでは、未認識項目の会計処理は即
時認識一本化にする動きが見られる。これにより上記の問題点を解消する狙いがあるので
ある。だが、即時認識は、両刃の剣ともいうべきものであり、重大なデメリットも介在し
ていることに目を向けなければならない。例えるならば、即時認識を徹底すれば、当該年
度において急激に負債が膨れ上がるおそれがあるというものである。このようなことから、
5財務諸表上では純資産の毀損、ひいては配当可能利益の消失といった問題の発生も想定さ
れる。
上記で取り上げた未認識項目の会計処理の事例は論点の一端であり、他にも財務諸表・
会計実務ともに甚大な影響を及ぼす論点は数多く存在するため、その主要なものを本稿に
おいて広く論ずることとする。
最近、我が国においては、マスメディアを通じて退職給付会計に係る諸問題が広く報道
され、退職給付会計に対する国民の関心も相当程度高まっているということができるであ
ろう。経営状態の悪化等に起因する東京電力・日本航空に代表される企業年金減額問題や
数多くの企業における企業年金積み立て不足の顕在化・深刻化など、枚挙に暇がないのが
現状である。実際、年金減額の対象とされる範囲は、現役従業員だけにとどまらず、退職
者にまでも及ぶことが一般的となっている。そのため、将来、高額の年金を受け取れるこ
とを視野に入れて老後の生活設計を行っていた退職者にとっては大きな痛手であり、場合
によっては生活設計の全ての見直しを強いられることもあろう。
企業年金減額問題については、大企業中心に異常な程度にまで優遇されすぎた企業年金
制度であるため、そもそも制度設計上の不備があるというべきである。それゆえ、経営状
況悪化など企業にとっての非常事態に直面すると、直ちに企業年金減額を実行に移さなけ
ればならない事態に陥るのである。当初から、企業が安定成長を続け、絶対に経営状況の
悪化や経営再建とは無関係との前提に立った年金制度設計が行われていたのが災をもたら
したといえよう。企業経営上において曝されるリスクを適切に反映させることが可能な年
金制度の設計を行うべきだったのではなかろうか。
他方、企業年金積み立て不足問題については、好景気に沸いていた 1980 年代末期の所
謂バブル期に見積もられた高利率によって、今後も永続的に年金資産を運用して行けると
いう「神話」が過信されてきたことに問題がある。古にも記されたように、まさに「ゆく
河の流れは絶えずして、しかももとの水にあらず。よどみに浮かぶうたかたは、かつ消え
かつ結びて、久しくとどまりたるためしなし」1である。バブルは何時か崩壊し、その後は
大規模な不況の時代が到来する。将来的なリスクを考慮に入れず、高利率の年金制度を設
計したことは、計り知れない程の過ちではなかろうか。
これまで述べてきたような現状を踏まえ、筆者は幾多ある財務会計上の議論の中で、と
りわけ退職給付会計基準の将来的なあり方の展望について興味を持つに至り、研究課題と
1 鴨長明『方丈記』
6して取り上げることとした。
本稿は、結論を導くにあたって全 6 章で構成されている。
第 2 章では、日本基準、国際財務報告基準、米国基準のそれぞれにおける現行退職給
付会計基準の概要について詳述した。とりわけ日本基準への言及に紙幅を割き、我が
国の企業年金の起源や退職給付会計基準が導入された経緯、これまで辿ってきた歴史
的変遷、会計観や概念フレームワークを通した検討、問題点などを取り上げるなど、
あらゆる角度から掘り下げて退職給付会計基準を論ずることを心がけた。現行の退職
給付会計基準について、議論を深めることが本章の目的である。
第 3 章では、近年、国際的な会計基準コンバージェンスの動向のもとで、日本基準、
国際財務報告基準、米国基準のそれぞれにおいて、退職給付会計基準の見直し案の議
論が推進されている。未認識項目の即時認識に関わる論点、割引率に関する論点、財
務諸表における表示に関する論点など大変多岐に渡るものである。そこで、各基準に
おける見直し案について、それぞれの異同について詳細に検討することとした。世界
的な退職給付会計基準改訂の概要を把握し、それらの根底にある考え方に対する理解
を深めるのが本章の目的である。
第 4 章では前章で詳述した、日本基準、国際財務報告基準、米国基準における退職
給付会計基準の見直し案を踏まえ、当該見直し案が実施された場合において、日本及
び他の世界各国の経済社会にでは如何なる影響が生じるのか、検討を行った。そして、
それらの影響によって懸念される問題を解決するために求められる対応策についても
詳論した。見直し案公表に端を発する様々な影響について十分に把握することが本章
の目的である。
第 5 章では第 2~4 章において詳細に述べてきた日本基準、国際財務報告基準、米国
基準における現行および見直し案の会計処理を、多岐に渡る論点に関して詳細に比較
検討し、より妥当であると考えられる退職給付会計の会計処理について一定の見解を
示すものである。そして、これまでの議論を全て踏まえた上で、退職給付会計の将来
展望に関する具体的結論を述べた。各基準において示されている会計処理の検討を通
して退職給付会計の将来的なあり方を模索するのが、本章の目的である。
第 6 章では第 1～5 章で述べてきた内容をそれぞれ振り返った上で、議論の総括を行
った。最後に、今回は紙幅の関係上取り上げることができなかったが今後是非とも注
目してゆきたい、退職給付会計に関わる研究課題などを幾つか提示して、本稿を締め
7くくることとした。
8第 2 章 現行の退職給付会計基準
第 2 章においては、日本基準、国際財務報告基準、米国基準のそれぞれにおける現行退
職給付会計基準の概要について等、①退職給付債務の算定、②期間配分方法、③未認識項
目(数理計算上の差異および過去勤務差異)の処理、④その他重要な論点を中心に明らかに
する。
第 1 節 日本基準
第 1 項 我が国における退職給付会計の成立過程
我が国において如何なる過程を経て退職給付会計が成立したのか、みておくこととした
い。従来、我が国の退職給与引当金は、企業の退職給付制度のうち、退職金の財源を社内
において予め積み立てておき、退職時に一時金として給付する退職一時金制度のみを対象
とした退職金会計であった。ここでは、退職一時金について、支払時において一時の費用
処理を行わず、従業員の勤続期間中の各期間に費用処理して期間損益計算を適正化し、同
時に貸借対照表の負債の部に退職給与引当金として計上する方法をとっていた。その計上
方式は、期末要支給額方式、将来支給額予測方式、現価方式、税法基準等2のなかから任意
に選択できるようになっており、企業間比較を極めて困難ならしめるものだったといえよ
う。
さらに、1980 年代後半になると、内部積立制度である退職給与引当金制度から外部積立
制度である企業年金制度への移行が、多くの企業において行われた。しかし、当時は、企
業年金に関する会計処理を包括的に扱う会計基準は未整備の状態にあり、唯一、日本公認
会計士協会監査第一委員会報告第 33 号として 1979 年 4 月に公表された「適格退職年金制
度等に移行した場合の会計処理及び表示と監査上の取扱い」が存在するのみであった。そ
れゆえ、企業年金制度に移行した各企業は、この委員会報告第 33 号を参考にして、年金
2期末要支給額方式とは、期末現在において全従業員が退職すると仮定した場合に会社の退
職金規定等に基づいて計算した、全従業員に対する退職金の支給総額に基づく方式をいう。
将来支給額予測方式とは、将来の昇給を含めて退職金の予想支給額を見積り、これを各期
に支給される給与額に応じて期間配分する方式をいう。現価方式とは、将来支給額予測方
式または期末要支給額計上方式にそれぞれ利子の概念を取り入れた方式のことをいう。税
法基準とは、税法上平成 9 年度まで原則として損金算入限度額としていた退職金の期末自
己都合要支給額の 40%をもって退職給与引当金の貸借対照表の残高として処理する方式
をいう。
9掛金を支払時の費用処理とするなど、多岐にわたる会計処理を行うほかなかった。これに
より、企業間比較は困難となり、投資家の判断に資する情報開示がなされているとは言い
難い環境であったといえる。
この頃において多くの企業では、企業年金制度が採用されるに至っていた3。将来の年金
給付額が予め確定された確定給付型の企業年金制度の場合は、積み立てた資産の運用利回
りが低下すると、将来の給付に充てる資産の確保が困難となる。結果として、不足した資
産を補填するために将来において追加の掛金が必要となってしまう。換言すれば、年金給
付のコストの増大が起こってしまうということができよう。これらのことから、企業年金
に関わる情報開示は、投資情報及び企業経営の観点からも極めて重要なものであるが、当
時は企業年金制度の会計処理に関する統一的な会計基準は存在していなかった。
そこで、企業年金に関わる情報開示の透明性を図るとともに、年金資産や年金負債の現
状を明確化し、企業の負担すべき退職給付費用および退職給付債務について適正な会計処
理を実行する必要に迫られるようになった。また、国際競争社会のなかで我が国が優位に
立つために、全世界的に通用するような退職給付会計基準の設定が求められるに至った。
これらの理由により、2000 年 4 月 1 日以降開始される事業年度から、本格的に退職給付
会計が導入されることとなった。
第 2 項 基本的性質の検討
退職給付会計の基本的性質について論じることとする。
まず、退職給付会計において用いられる勘定科目である「退職給付引当金」の負債性に
ついて検討してみよう。そもそも、負債の概念とは如何なるものであろうか。負債とは、
「企業外部からの資金調達部分であって、貨幣額によって合理的に測定、見積もれる額で、
企業実態にとっていずれ支払わねばならない社会的請求権であり、企業主や株主の自己資
本と並ぶ企業資産の調達源泉」4である。その中でも、負債は、一般的に法律上の負債と会
計上の負債に大別することができる。会計上の負債とは、過去の事象から発生した企業が
負っている現在の債務であり、これを履行するためには経済的便益を有する資源が当該企
業から流出すると予想されるものと定義づけられる。なお、①特定の経済単位の過去の取
3厚生年金基金制度や適格退職金制度などの企業外部に積み立てた資産を原資として退職
給付を行う制度のことをいう。
4 ［高山朋子、2001］p.10
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引や事象の結果であること、②将来において他の経済単位に資産を移転し、または役務を
提供すべき現在の義務であり、第三者持分であること、③経済的便益の将来生じうる可能
性の高い犠牲であること、④合理的に金額が算定できること、の 4 条件を備えておく必要
がある5。
会計上の負債は、会計制度を成り立たせるための制度的概念であり、その性質は負債か
否かによって細かく分類される。債務たる負債としては、①支払手形、買掛金、借入金、
社債等の確定債務や②製品保証引当金、賞与引当金、退職給付引当金等の条件的債務、が
ある。他方、債務でない負債としては、①修繕引当金等の会社法上の純会計的債務、②渇
水準備金等の法令強制的引当金、がある。また、ASBJ の討議資料「財務会計の概念フレ
ームワーク」においては、負債を「過去の取引又は事象の結果として、報告主体が支配し
ている経済的資源を放棄もしくは引き渡す義務、またはその同等物」として定義づけてい
る。
以上より、退職給付引当金は、従業員が一定の勤務年数を経て、将来の年金支給時点が
到来して初めて支給することから、債務たる負債の条件付債務であるといえる。また、「財
務会計の概念フレームワーク」の定義によると、年金資産をすでに外部に拠出した既支出
のものであると捉えるならば、その分だけ将来支出が減少するので、残額である退職給付
引当金は負債の定義を満たすと考えることができる。
次に、退職給付引当金は、会計上の引当金としての要件を満たすのかを検討する。会計
上の引当金とは、「①将来の特定の費用または損失であって、②その発生が当期以前の事象
に起因し、③発生の可能性が高く、かつ、④その金額を合理的に見積もることができる場
合には、当期の負担に属する金額を、当期の費用または損失として引当金に繰入れ、当該
引当金の残高を貸借対照表の負債の部又は資産の部に記載するものとする」(企業会計原則
注解 18)とし、また「発生の可能性の低い偶発事象に係わる費用又は損失については引当
金を計上することはできない」(企業会計原則注解 18)としている。このような定義を踏ま
えた上で、貸倒引当金のような評価性引当金、賞与引当金のような負債性引当金、修繕引
当金のような純会計的引当金、証券取引責任準備金のような純法律的引当金の 4 種類に大
別することができる。
これによると、退職給付引当金は、引当金設定要件を満たすのであろうか。まず、①で
あるが、この引当金は、将来における退職金支払に伴う企業の資産減少に関係している。
5 ［高山朋子、2001］p.11
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また②であるが、退職金は各従業員の勤続に対し支払われるものであり、その発生が当期
又はそれ以前の事象に起因しており、とりわけ当期の勤務に関する部分は当期における収
益との関連性が認められる。さらに③については、退職金支払は、労働者と雇用主との間
で締結された雇用契約によって確約されているため、その支払いを回避することは不可能
であり、ほぼ 100%の発生確率をもっていると考えられる。最後に、④については、企業
が内部規程として認めている退職金支給基準に準拠して、将来の退職金支給額を合理的に
見積もることが可能であることから、客観的な測定可能性も高いものであるといえる。こ
れら①~④の条件より、各期の負担に属する金額の累積である退職給付引当金は、引当金
設定要件を満たし、正当な引当金であるということができよう。
次に、退職給付会計を会計観の視点から検討してみることとする。今日では利益測定の
ための会計観として、資産負債アプローチと収益費用アプローチの 2 つの方法が確立され
ている。資産負債アプローチとは、資産評価などのストック価値を中心に会計の考え方を
組み立てるものである6。他方、収益費用アプローチは、損益などのフロー差額を中心に会
計の考え方を組み立てるものである7。伝統的に我が国の会計基準においては収益費用アプ
ローチが重視されてきた。他方、国際財務報告基準や米国基準では資産負債アプローチに
基づくものが中心であるといわれている。
それでは、退職給付会計は、何れの会計観に基づくものであろうか。［加賀谷哲之、2008］
pp.547-549 では、収益費用アプローチと資産負債アプローチの両方の性質を併せ持つ、ハ
イブリッド構造を有していると推測する。その根拠としては、次に述べる 2 点が挙げられ
る。第一に、退職給付債務(PBO)の算定にあたって活用される、予測単位積増方式によれ
ば、従業員によりこれまでの勤務活動をもとに獲得される退職給付の現在価値を、退職給
付債務として算出し、その変動を退職給付費用として取り扱うという考え方を有している
からである。これは、資産負債アプローチに基づいているといえよう。第二に、我が国の
基準において採用されている未認識項目に関する遅延認識の償却処理自体は、費用配分に
代表される収益費用アプローチに拠るものだからである。未認識項目を即時認識すること
なく、各期に配分する遅延認識という処理を採ることによって、適切な期間損益計算が実
現されるのである。
6 ［広瀬義州、2011］p.71
7 ［広瀬義州、2011］p.71
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第 3 項 会計処理
我が国の退職給付会計基準における会計処理について、①退職給付債務の算定、②期間
配分方法、③未認識項目の認識、④その他の論点に大別し、それぞれの特色を述べておく
こととする。
まず、①退職給付債務の算定についてである。退職給付債務を厳密に定義づけるとする
と、「事業主が退職金規程等に基づき、制度の加入者に対し追っている支払義務を合理的な
方法に準拠して会計上認識、測定したもの」8ということができる。退職給付会計において
は算定された退職給付債務から年金資産を控除して、負債としての退職給付引当金を算定
する手続がとられる。それゆえ、貸借対照表に計上する退職給付引当金を算定するに当た
っては、まず前段階として退職給付債務を算定することが必要なのである。
ここで、退職給付債務の算定は如何にして行われるのであろうか。かつて、退職給付会
計基準が整備される以前は、従業員が期末時点で自己都合退職したと仮定し、支払われる
と見込まれる退職金をもとにしてその一定割合を退職給与引当金の勘定科目を用いて負債
計上していた。これは、期末現在で退職したら発生する退職金の額は幾らであるかのみを
考慮に入れた会計処理であり大変単純化されたものであるといえる。しかし、退職給付会
計は実際の退職金給付が将来のある時点において発生することから、短期的なものではな
く長期的な視点に立脚するのが理想的である。そのようなことから、この会計処理は妥当
だといえないのではなかろうか。
かくなる問題点を踏まえて導入された退職給付会計基準では、以前とは異なる会計処理
が採られることとなった。それは、将来退職するときの給付は幾らかといった将来の予測
を退職給付債務算定に際して介在させるものである。将来の給付額の予測をするにあたっ
ては、確率や統計といった数理的な手法が用いられる。例えば、ある従業員の退職ないし
死亡時期を見積もる為には退職(死亡)確率が、また、退職した時点での給与を見積もる為
には昇給率が合理的に推定される必要がある。では、以下において退職給付債務の算定方
法について説明することとしたい。
8 ［井上雅彦、2010］p.24
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図表 1 退職給付債務・過去勤務費用の算定方法
前提条件
■期末時点で 40 歳、勤続 20 年の A 氏の期末時点の退職給付債務、翌期の勤務費用を計算
することとする。
■予想退職時の年齢は 50 歳(現在から予想退職時までの経過年数は 10 年)である。
■A 氏の現在の月給は 400,000 円、退職時(50 歳時)見積給与は 500,000 円と仮定する。
■現在価値への割引計算に用いる割引率は 3%とする。
■定年は 60 歳であり、A 氏の退職は期央に生じると仮定する。
■発生額を見積もる方法は期間定額基準を採用する。
■自己都合退職と会社都合退職について、退職金の区別をしない。
■退職給付は退職時点の最終給与に比例し、退職時の給与×支給倍率で算定する。
■支給倍率は生存退職支給倍率 30、死亡退職支給倍率 40、退職確率は 30%、死亡確率は
1%を用いることとする。
■割引係数は、退職給付債務算定にあたっては 0.7、勤務費用算定にあたっては 0.8 を用
いることとする。
■計算において小数点以下は切り捨てることとする。
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期末における退職給付債務の算定
予想
退職
時の
経過
年年
数
予想退職
時の年齢
退職時見
積給与
生存退
職支給
倍率
死亡退職支
給倍率
生存退職
金見積額
死亡退職
金見積額
退職確率
① ② ③ ④ =
① ×②
⑤ =
① ×③
⑥
10 50 500,000 30 40 15,000,0
00
20,000,00
0
30%
死亡
確率
退職給付
見込額
退職時勤
務年数
現在勤
務年数
期末までに
発生してい
ると認めら
れる額
退職まで
の年数
割引係数
割引計算
された金
額
⑦ ⑧ =④×
⑥+⑤
×⑦
⑨ ⑩ ⑪ =⑧×⑩
/⑨
⑫ ⑬ =1/(1+
割引
率)
⑭ =⑪×
⑬
1% 4,700,000 30 20 3,133,333 10 0.7 2,193,333
計算結果により、A 氏に関して当期において発生していると見込まれる退職給付債務の
額は 2,193,333 円となる。
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翌期における勤務費用の算定
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① ② ③ ④＝①×② ⑤＝①×③ ⑥
10 50 500,00
0
30 40 15,000,000 20,000,000 30%
死亡確率 退職給
付見込
額
退職時
勤務年
数
現在勤
務年数
期末まで
に発生し
ていると
認められ
る額
退職までの
年数
割引係数
割引計算
された金
額
⑦ ⑧=④
×⑥+
⑤×⑦
⑨ ⑩ ⑪=⑧×⑩
/⑨
⑫ ⑬=1/(1+割引
率)
⑭=⑪×
⑬
1% 4,700,0
00
30 1 156,666 10 0.8 125,332
計算結果によって、翌期の A 氏に係る勤務費用の額は 125,332 円となる。なお、A 氏に
対する予想退職年齢における退職給付債務と勤務費用の計算と同様の計算を全従業員に対
して行い、計算結果を全て合計することにより、退職給付債務、翌期の勤務費用の額が、
最終的な値を求めることが可能となる。
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次に、②期間配分方法についてである。退職給付債務算定にあたっては、将来において発
生が見込まれる退職給付見込額を期間配分することによって当期末までの発生額の算定を
行わなければならないが、この発生額の算定方法を期間配分方法という。我が国の現行会
計基準では、期間定額基準が原則法とされている。これは、退職給付見込額を全勤務期間
で除した額を各期の発生額とする方法である。
期間定額基準が原則として採用されてきた経緯としてはどのような根拠があるのだろう
か。それは、国際財務報告基準や米国基準で広く用いられてきた、全勤務期間における給
与支給総額に対する各期の給与額の割合を基準とする方法である支給倍率基準を仮に採っ
たとすると、次のような問題が生じてしまうからである。我が国においては設定される支
給倍率は労働の対価性よりも、長年の勤続に対する報償的対価を反映している面があるこ
と、退職給付が従業員の退職時点の最終の給与水準に連動し、職能的な観点よりも勤続的
な観点に重きを置いた設定になっていたことが多かったこと、などの大きな特徴があり、
支給倍率基準では退職給付の実態に即した期間配分が達成されなくなる。このようなこと
から、期間定額基準が採用されるに至ったのである9。そして、各期に帰属する退職給付見
込額を合理的に反映していると認められる場合には、給与基準、支給倍率基準、ポイント
基準などを採用することも認められていた。
これら容認されていた基準の概要をみてみよう。まず、給与基準とは退職給付見込額の
うち、全勤務期間における給与総支給額に対する各期の給与額の割合に基づいた額を各期
の発生額とする方法のことをいう。我が国においては、一般に全勤務期間の給与額を体系
的に定めているケースが多く、退職給付の算定基礎となる各期の労働対価が合理的に反映
されていると認められる場合が多いと考えられるため、このような企業に関しては給与基
準を用いることが認められる。
次に、支給倍率基準とは退職給付見込み額のうち、全勤務期間における支給倍率に対す
る各期の支給倍率の増加額の割合に基づいた額を各期の発生額とする方法である。退職給
付の支給倍率は一定の勤務期間を経て急増することが通常であり、労働の対価性よりも勤
続に対する報償的側面を反映していると考えられるため、支給倍率の増加が各期の労働の
対価を合理的に反映していると認められる場合を除いて、支給倍率基準を用いることは適
当ではないということができる。
最後に、ポイント基準とは、退職給付見込額のうち、全勤務期間におけるポイントに対
9 ［井上雅彦、2010］p.125
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する各期のポイントの増加分に基づいた額を各期の発生額とする方法のことをいう。この
方法は、ポイントの増加が各期の労働対価を合理的に反映している場合に用いることがで
きる。
昨今では熾烈な企業間競争が繰り広げられており、そのような状況下では、退職給付制
度も従来の勤続重視型ではなく、従業員個々の職能や成果、評価に重点を置いた制度設計
がなされる傾向がみられている。しかし、このような個人の成果主義的な退職給付制度を
追求しすぎると次のような問題も生じてしまう。
第一に、このような制度にあっては、勤続年数を問わず会社への貢献度のみを重視する
ため、各期に労働の対価として均等に給付を配分するという、現在採られている期間定額
基準の仮定が成立しなくなってしまう問題が挙げられる。第二には、このような制度のも
とでは、将来の昇給を合理的に見込み、将来の退職給付見込額を合理的に見積もることが
困難な場合が生じる問題が挙げられる。第三には、たとえば将来の勤務にかかわる部分の
大幅な年金減額改訂を実施したケースなど退職給付制度の安定的な前提が崩れ、将来の給
付額が大幅に減少する場合においても、期間定額基準を採用し各期に費用配分することに
起因する矛盾が生じる問題が挙げられる。嘗て退職給付制度は安定的に永続することを仮
定して制度設計されていたために、期間配分方法としては期間定額基準が会計実務上問題
なく受け入れられてきた。だが、制度の安定的な前提が保たれなくなり、将来における給
付額の大幅減額をも想定されるようになった昨今では、期間定額基準を用いて、機械的・
自動的ともいうべき各期の費用配分を行うことは果たして妥当であるといえるのであろう
か。また、我が国における報酬体系に成果主義が導入されつつある傾向に伴い、退職給付
制度についても同様の傾向が見られる。このような中で、期間配分方法を選択するに当た
っては周到な検討が行われる必要があろう。とりわけ、このような検討の過程では、ポイ
ント基準や支給倍率基準など各期の労働対価を合理的に反映することが可能となる期間配
分方法が認められるか否かが重要な課題となる。
次に、③未認識項目の認識に関して述べる。ある期において、数理計算上の差異や過去
勤務債務等、所謂未認識項目が発生すると、これを適切に費用処理してゆく会計処理が求
められることとなる。現行基準においては、これらの未認識項目は発生と同時に即時認識
することは義務付けられておらず、従業員の平均残存勤務年数の範囲内で遅延認識するこ
とが一般的になっている。もっとも、この範囲内であれば遅延認識する年数を個々の企業
の裁量によって選ぶことが可能となってしまう点には注意しなければならない。それゆえ、
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発生と同時に即時認識してしまう企業や例えば 20 年間もの長期間に渡って遅延認識する
企業も存在する。財務状態の芳しくない企業は、少しでも利益を出すために毎期の費用処
理を少なくしたいと考えるのが通常であるため、長期間にわたる遅延認識を選択する傾向
がある。このようなことを財務諸表利用者の立場からみると、大変不透明な会計処理であ
り、比較可能性が著しく損なわれるということもできるのではなかろうか。
最後に、前払年金費用に関して述べる。退職給付債務から年金資産を控除した金額、つ
まり積立て状況として把握された不足額に、数理計算上の差異、過去勤務債務、会計基準
変更時差異などの未認識項目を加減して、会計上の負債たる退職給付引当金を算定する。
そして、退職給付債務から未認識項目を加減した額より年金資産の方が大きくなる場合に
は、当該超過額を退職給付債務から控除する会計処理をせず、原則として前払年金費用と
いう勘定科目をもって資産計上することとなる。
第 2 節 国際財務報告基準
国際財務報告基準においては、当時英国や米国の会計基準を適用していないヨーロッパ
諸国を対象として、IAS19「従業員給付」(以下、現行 IAS19)が 1985 年 1 月に基準化され
た。取り扱われている範囲は極めて広範囲であり、年金会計、退職給付会計のみにとどま
らず、従業員の休暇、病欠等の場合における給付についても規定されていることは日本基
準との大きな違いといえる。現行 IAS19 は、制定後、1995 年、1998 年など幾度も小規模
な改訂を重ね、現在に至っている。
現行 IAS19 では、退職後給付は、「従業員が提供した勤務の対価として雇用関係終了後
に企業が支払うべき給付」と定義付けされている。そして、将来の退職給付のうち当期の
負担に属する額を当期の退職給付費用として認識すること、及び、退職給付債務から年金
資産を控除した額を負債として貸借対照表に計上することとされている。
ここでは現行 IAS19 について、①退職給付債務の算定、②期間配分方法、③未認識項目
の処理、④その他重要な論点に大別した上で、それぞれの論点の概要を述べることとする。
まず、①退職給付債務の算定についてである。現行 IAS19 は、我が国の現行基準におけ
る退職給付債務に相当する「確定給付制度債務の現在価値」の算定方法を以下の通りに示
している。
「確定給付制度の最終的コストは、最終給与、従業員の離職および死亡率、医療費の趨勢、
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ならびに、積立てをする制度では制度資産の投資収益のような、多くの変数の影響を受け
る。制度の最終的なコストは不確実であり、当該不確実性は、長期にわたり続くであろう。
退職後給付の現在価値および関連する当期勤務費用を測定するためには、次のことが必要
となる。(a)保険数理上の評価方法を適用し、(b)給付額を勤務期間に帰属させ:かつ、(c)数
理計算上の仮定を設定する」(IAS19§63)
｢企業は、その確定給付制度債務の現在価値および関連する当期勤務費用ならびに過去勤務
費用(該当がある場合)を算定するために、予測給付単位積増方式を使用しなければならな
い」(IAS19§64)
以上に拠ると、退職給付制度債務の算定に際しては、予測給付方式(PBO)が用いられて
おり、現行 IAS19 は我が国の現行基準とほぼ同様の処理がなされているといえよう。
次に、②期間配分方法についてである。原則的に採られている期間配分方法としては、
給付算定式に基づく方法がある。退職給付見込額について退職給付制度の給付算定式に従
って、各勤務期間に帰属させた額を各期の発生額とするものである。ただし、例外的に勤
務期間後期において前期と比較して著しく高い給付を行う場合には、例外的に制度上の主
要な追加給付をもたらさなくなるまで均等配分により期間配分を行うという、期間定額基
準を用いることとされている(IAS19§67)。
この例外処理が採用されるのは如何なる場合か、更に深く検討することとする。まず、
以下に示した図表をみておきたい。
図表 2 給付算定式に従う方式と期間定額基準
給付 IAS19§67 後段を適用
期間定額基準
給付算定式に基づく方法
10 20 30 40 勤続年数(年)
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給付が勤務期間終期における給与に比例する制度にあっては、勤務の後期における従業
員の勤務が前期の勤務より高水準の給付を生じされる場合は、支給倍率は「下に凸」の形
として描かれることとなる。「勤務の後期における給付水準」と「勤務の前期における給付
水準」を比較し、前者の方が大きいか或いは両者が等しい場合は「著しく高い」との判断
により、上のグラフで示したように、IAS19§67 後段を適用し、定額法での補正を行うの
である。
では、この「著しく高い」の具体的な数値基準は現行 IAS19 で設定されているのであろ
うか。米国基準では従来、「勤務の最初の 19 年については給付を与えず、20 年目の年度に
1 万ドルの受給権が確定した給付を与える制度は、20 年の各年度に年額 500 ドルを与え、
かつ給付の受給権確定までに 20 年の勤務を要求する制度と実質的に同一である(旧
SFAS87para.42)」と規定し、所謂後加重であって極端な不連続給付がなされる場合を対
象として定額補正を要求する取扱いになっていた。しかし、現行 IAS19§67 では、｢著し
く｣の定量的な定義はなされていない。もっとも、これを補う形で IAS19BC§23 において、
給付帰属の考え方に関する設例が設けられている点には注目すべきである。図表 2 では、
｢受給権確定を実質的に遅らせている給付｣や旧 SFAS87para.42 でも示されたものと類似
的な｢不連続なジャンプ給付｣とみなされる場合について、これらの給付が勤務の前期また
は後期に生じることを仮定し、それぞれについての取扱いを示しているが、ここでは次の
通りの結論が出されている。
●勤務の後期に、｢受給権確定を実質的に遅らせている給付｣や｢不連続なジャンプ給付｣等
があれば、当該給付を勤務の後期にわたり帰属させる。
●勤務の前期に、｢受給権確定を実質的に遅らせている給付｣や｢不連続なジャンプ給付｣等
があれば、当該給付を勤務の前期にわたり帰属させる。
［井上雅彦、2010］p.577 はこれに対し、米国基準における｢給付の受給権確定を実質的
に遅らせているもの｣に加えて、｢下に凸のグラフを有する(各期の給付の帰属額が増加して
いるもの)｣も「著しく高い」の範疇に含まれる可能性があると指摘している。すなわち、
定額法による補正を行う期間において、給付算定式に基づく各期への帰属額が単調増加に
なっている場合なども、「著しく高い」に該当する可能性があるのである。定額法による補
正を行った場合、算定される退職給付債務は図表で示したとおりであり、補正後のグラフ
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は、期間定額基準を採った場合と比較して常に上方に位置するようになる。そして、補正
後の退職給付債務は、期間定額基準によって算定された退職給付債務を上回ることとなる。
次に③未認識項目の処理についてである。数理計算上の差異は、回廊アプローチ10を用
い、回廊の額を超過した場合に初めて、その超過分を平均残存勤務期間で除した金額を用
いて毎期一定額を費用化する。これは、我が国の現行基準が採る遅延認識と呼ばれる会計
処理と同様である。また、数理計算上の差異は損益としての処理を行わず、発生と同時に
その他包括利益で認識することも認められている。ただ、包括利益計算書上その他の包括
利益で認識された数理計算上の差異は、後の期間で純利益へのリサイクリングを行わない
こととされ、現行 IAS19 特有の処理であると考えられる。
過去勤務費用については、受給権が確定している場合は国際財務報告基準では資産負債
アプローチを重視していることもあり、即時認識することとなっている。
ここまで論じてきたように、日本基準と国際財務報告基準において退職給付会計に関す
る会計処理に大差はないといえよう。しかし、資産負債アプローチに立脚し債務認識を重
視する国際財務報告基準においては、数理計算上の差異や過去勤務費用などの未認識項目
を早期に費用処理するといった特徴を有している点が注目に値する。
最後に④前払年金費用についてである。未認識の数理計算上の差異及び過去勤務費用と
利用可能な経済的便益(制度からの返還または掛け金の減少)の合計額を上限とし(IAS19§
58)、退職給付債務から未認識項目を加減した額より年金資産の方が大きくなる場合には、
その差額に相当する部分につき前払年金費用の計上が認められることとされている。
第 3 節 米国基準
米国基準における年金会計基準の最初の基準化は、1985 年 12 月の SFAS87「事業主
の年金会計」および SFAS88「給付建年金制度の精算および縮小ならびに雇用終了給付
に関する事業主の会計」にまで遡る。とりわけ、この SFAS87 は、国際財務報告基準 IAS19
や我が国の退職給付に係る基準が公表されるにあたり多大な影響を与えたため、基本的
枠組みを定めた年金会計基準の先駆けともいうべき存在である。
そして、1990 年 12 月には SFAS106「年金以外の退職後給付に関する事業主の会計」
が基準化された。米国基準における退職給付会計のうち、退職後医療給付など年金以外に
関する会計処理を規定したものである。
10 本稿第 2 章第 3 節の図表 4 を参照。
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その後は、SFAS87 の公表から 20 年が経過し、企業年金制度自体が大きく変容したこ
とや、米国会計基準の根底にある考え方は資産負債アプローチに基づくものであること
などから、SFAS87 が提供する年金会計の情報では不十分ではないかとの批判がなされ
るに至った。もっとも、FASB も SFAS87 公表当初の 1985 年時点から、SFAS87 にお
ける年金会計はあくまで移行的な措置にとどまり、概念的には年金資産と年金負債の差
額を即時認識することが妥当であるが、将来の変更を意図しつつ会計実務に対して及ぼ
すことが想定される急激な変化を回避すべく、遅延認識を暫定的に認めることにしたと
いう経緯がある。
そこで、2003 年 12 月になって SFAS132(R)「年金およびその他退職後給付に関する
事業主の開示」が出された。従来に存在した SFAS132 を全面的に廃止し、APB28、
SFAS87、88 および 106 を一部修正し、年金会計の開示修正を図るものである。なお、
SFAS132 で規定された開示要件を基本的には継続し、追加された要件が収録されている。
他方、測定または認識が取り扱われていないのは特徴的であるといえる。従来、財務諸
表において給付建年金制度の資産、負債、キャッシュ・フローおよび純年金費用に関す
る情報開示が不十分ではないかと指摘されていたため、SFAS132(R)では、純期間給付
費用の構成要素、ならびに年金制度及びその他退職後給付制度に積み立てるための拠出
額および予測拠出額が現在までに開示した金額と重要な差異がある場合の金額の中間開
示が求められることとなった。
さらに、2006 年 9 月には SFAS158「給付建年金およびその他退職後制度に関する事
業主の会計」が出され、SFAS87、88、106 および 132(R)の一部修正が行われた。
次に米国基準における年金会計の会計処理の概要について論じる。SFAS158 の具体
的内容については第 3 章第 2 項において後述するため、それ以前の会計処理であること
を念頭に置きたい。
では、ここでは SFAS158 発効以前の状況において、①退職給付債務の算定、②期間配
分方法、③未認識項目の処理、④その他重要な論点に大別した上で、それぞれの論点の概
要を述べることとする。
まず、①退職給付債務の算定について述べる。ここで用いられている重要な概念とし
ては、累積給付債務(ABO)を挙げることができる。累積給付債務とは、将来の昇給を織
り込むことなく算出した給付見込額のうち、計算時点までの勤務に配分される給付の現
在価値のことをいう。他方、我が国において現行基準で用いられている、予測給付債務
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(PBO)は、給付算定式に基づき、将来の勤務を織り込んで算出した給付見込額のうち、
計算時点までの勤務に配分されるすべての給付の現在価値であり、給付が給与に比例す
る制度の場合は将来の昇給が織り込まれているのが通常である。このことから、累積給
付債務と予測給付債務の違いは、将来の昇給が退職給付債務の算定に反映されているか
否かであり、前者は反映されていないし、後者は反映されていると考えることができる。
累積給付債務の額が制度資産の公正価値を超える場合、すなわち未積立累積給付債務
が存在している場合は、直ちに負債(所謂最小負債)の計上を求めている。では、如何な
る場合において最小負債が計上されることとなるのか。具体的に数値例を用いて示すこ
ととする。
図表 3 最小負債計上の検討
当期における、年金会計についての資料は以下の通りであった。当該数値を参考にし
て、最小負債が計上されるか否か、検討せよ。
資料
・予測給付債務(PBO) 8,000,000
・累積給付債務(ABO) 7,000,000
・制度資産(公正価値) 5,000,000
・未認識過去勤務費用(借方残) 2,500,000
・未払年金費用(退職給付引当金) 500,000(＝8,000,000－5,000,000－2,500,000)
(注) 長谷川哲嘉[2011]、『退職給付会計』、財務会計各論Ⅰ講義資料 pp.16-17
をもとに筆者が作成。
1.累積給付債務(ABO)から制度資産(公正価値)を引く。すると、正の値となるので、未積
立累積給付債務(最小負債)が計上されることとなる。
7,000,000－5,000,000＝2,000,000
2.未積立累積給付債務(最小負債)から、未払年金費用(退職給付引当金)を引き、当期にお
ける負債計上額を算定する。
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2,000,000－500,000＝1,500,000
3.仕訳を示す。なお、借方は、無形資産を計上することとなるが、これは年金制度変更
に伴い、従業員に関するのれん価値が増加すると捉えるためである。
(借)無形資産(繰延年金費用) 1,500,000 (貸)追加年金負債 1,500,000
ただし、本設例において、未認識過去勤務費用の額が追加年金資産の額を下回ってい
た場合、つまり換言するならば、退職者の寿命が延長されたことにより、給付債務増加
をもたらすような保険数理上の損失が発生するような場合には、従業員ののれん価値が
増加したとは捉えない。この場合において、別途仕訳が必要になるので、この仕訳につ
いてみておくこととする。なお、上記設例中の未認識過去勤務費用が 0 であったと仮定
し考える。
1.追加年金資産と未認識過去勤務費用の額を比較する。
追加年金資産 1,500,000 > 未認識過去勤務費用 0
2.仕訳を示す。
(借)追加年金負債の未認識過去勤務費用超過額(その他の包括利益) 1,500,000
(貸)追加年金負債 1,500,000
退職者の寿命が延びたことに拠り、給付債務が増加するような保険数理上の損失が発
生するケースを考えることができる。この場合は、従業員に関するのれん価値が増大し
たとは捉えられない。したがって、追加年金資産の未認識過去勤務費用超過額を、その
他の包括利益における減少として処理する。また、その累積額は、貸借対照表のその他
の包括利益累計額に含められることとなる。
次に、②期間配分方法について述べる。原則、年金給付見込額について年金給付制度
の給付算定式に従って各勤務期間に帰属させた金額を、各期の発生額とする、給付算定
式の基づく方法が採られている(SFAS87 para.40)。例えば、年金制度の算定式が勤務の
各年度について月額 10 ドルの終身年金給付を付与していたと仮定しよう。この場合は、
従業員の勤務の各年度に配分される給付は、10 ドルに退職後の余命月数を乗じたものと
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なり、各年度に配分される費用は、当該給付の割引現在価値となる。
ただ、給付算定式に従う方式を採ったとしても、勤務期間後期の給付額が初期よりも
著しく高くなる場合は、当該期間の給付額が定額で生じるとみなして補正した給付算定
式に従わなければならないこともある(SFAS87 para.42)。これは、年金制度として、支
払われる総給付の全部または過大な部分を勤務の後期の年度に配分し、結果として給付
の受給権確定を実質的に遅延させている給付算定式を有する場合である。これは、例え
ば第 2 節でも述べた、「勤務の最初の 19 年については給付を与えず、20 年目の年度に 1
万ドルの受給権が確定した給付を与える制度は、20 年の各年度に年額 500 ドルを与え、
かつ給付の受給権確定までに 20 年の勤務を要求する制度と実質的に同一である」(旧
SFAS87para.42)とされるものが該当する。
また、例外的に年金給付見込額について全勤務期間で除した額を各期の発生額とする
方法である、｢給付／勤務年数」方式も認められている(SFAS87 para.40)。これは実質
的には我が国の会計基準でも採用されている、期間定額基準と同等の性質をもつ方式で
ある。勤務のすべての年度についてほぼ同額の給付を定めている制度の給付算定式の場
合は、当該方式を採ることとなる。この方式によると、勤務の各年度に同額の年金給付
を配分することが可能であるからである。
次に③未認識項目(数理計算上の差異および過去勤務差異)の処理について述べる。数
理計算上の差異については、当期未償却額のうち、年金債務と年金資産のいずれか大き
い方の 10％以内の部分は償却しないことができる(回廊アプローチ)(SFAS87 Para.32)。
10％超過額は、従業員の残存勤務年数に渡る均等償却が最低限要求される、これによっ
て、早期の償却となる規則的償却は、一括償却を含めてすべて認められる(SFAS87
Para.32)。
過去勤務費用については、個人別の残存勤務期間または平均残存勤務期間に渡り定額
償却する(SFAS87 Para.32)。制度の大半が退職者である制度については、残存勤務期間
に代えて余命期間に渡って償却することも認められる(SFAS87 Para.32)。
ここでは、回廊アプローチの概要について具体的に示すこととする。未認識数理計算
上の差異の累計額は、翌期以降に増加する場合もあるし、他方でそれほど大きくならな
い場合もある。それゆえ、未認識数理計算上の差異の平準化処理が求められることがあ
る。そこで採られる処理が回廊アプローチである。これは、最善の見積もりによる基礎
率を用いた結果、生じた計算差異に一定の許容範囲(回廊)を設ける方法のことをいう。
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未認識数理計算上の差異の残高が、期首の予測給付債務(年金債務)と制度価値の市場
連動価格(年金資産)のいずれか大きい方の金額の 10％(いわゆる回廊)を超える場合、未
認識数理計算上の差異の残高に対して償却を行う。他方、未認識数理計算上の差異の残
高が回廊の範囲内にある場合は償却する必要がない。こうして回廊を超えた部分に関し
ては、当該年金制度に基づき将来において年金給付を受けると予想される現役の従業員
の平均残存勤務期間で除して、得られた金額は最小償却額という名称で、当期の退職給
付費用に反映させることとなる。
では、回廊アプローチの概要を以下で把握することとしたい。
図表 4 回廊アプローチの概要
年金会計に関する数値情報が以下の通り与えられていたとする。2003~2005 年度のそ
れぞれの年度において回廊アプローチを適用すると、未認識数理計算上の差異の償却は
どのようになるのか。検討してみよう。
年度 予測給付債務 制度資産の公正価値 未認識数理計算上の差異
2003 2,100,000 2,600,000 0
2004 2,600,000 2,800,000 400,000
2005 2,900,000 2,700,000 300,000
年度 予測給付
債務(期首)
制度資産
(期首)
回廊 累積未認識
数理計算上
の差異
最小償却額(当
年度)
2003 2,100,000 2,600,000 260,000 0 0
2004 2,600,000 2,800,000 280,000 400,000 *1 24,000
2005 2,900,000 2,700,000 290,000 676,000 *2 77,200
(注) 長谷川哲嘉[2011]、『退職給付会計』、財務会計各論Ⅰ講義資料 pp.17-18
をもとに筆者が作成
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現役の従業員の平均残存勤務期間を 5 年と仮定しよう。
*1 回廊超過額 400,000－280,000＝120,000
最小償却額 120,000÷5＝24,000
*2 累積未認識数理計算上の差異の残高 400,000－24,000＋300,000＝676,000
回廊超過額 676,000－290,000＝386,000
最小償却額 386,000÷5＝77,200
最後に、④前払年金費用についてである。年金拠出額が純期間年金費用を上回った場
合は、その差額を「前払年金費用」という勘定科目を用いて貸借対照表に資産計上して
いた。他方、純期間年金費用が年金拠出額を上回る場合は、その差額を「未払年金費用」
として貸借対照表に負債計上することになっていた(SFAS87)。
また、累積給付債務が年金資産を上回った場合には、少なくともその差額に相当する
額の負債(所謂最小負債)を貸借対照表で認識するよう要求されており、その最小負債か
ら前払年金費用を加算、もしくは未払年金費用を控除した金額を「追加最小負債」とい
う勘定科目をもって計上することがみられた。この取扱いでは、積立不足に起因する負
債と、年金拠出額との差額に起因する資産が、同時に貸借対照表において両建て計上さ
れることがあった点に特徴を有しているといえよう。
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第 3 章 退職給付会計基準改訂の国際的潮流
近年、国際的な会計基準コンバージェンスの動向のもとで、日本基準、国際財務報告基
準、米国基準のそれぞれにおいて退職給付会計基準の見直し議論が推進されている。そこ
で、第 3 章では、各基準における見直し案について、体系的にまとめた上で、それぞれの
相違点について詳細に検討することとしたい。
第 1 節 国際的動向
第 1 項 国際財務報告基準
(1)DP における議論
IAS19「従業員給付」に関して、次のような問題点が指摘されてきた。第一に、債務評価
が年金給付の実態を的確に表さない場合があるといった問題点が挙げられる。第二に、遅
延認識に伴う未認識項目によって、貸借対照表が積立て状況を如実に反映していないこと
や数理計算上の差異等の処理方法に多様性が認められているという問題点が挙げられる。
そこで、前述の内在的な問題点を解消すべく、IAS19 の改訂プロジェクトが開始され、
2008 年 3 月には IASB より「Discussion Paper Preliminary View on Amendments to
IAS19 Employee Benefits」(「IAS19 の改訂に係る予備的見解」。以下、「DP」)が公表さ
れた。プロジェクトは当初、以下のようにフェーズ 1、フェーズ 2 に分けられることとな
った。
フェーズ１
① 確定給付制度から生じる損益の遅延認識
② 確定給付債務の費用区分と開示
③ 拠出(掛金)と約定利回り(利息)に基づく給付制度の会計処理
④ いずれか高額のオプション付き給付制度の会計処理
フェーズ 2
① 給付算定式に基づく債務認識
② 債務の測定
③ 連結上の表示と年金資産および年金債務の総額表示
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④ 複数事業主制度の会計処理
それぞれの内容を見てゆく前に DP を理解するうえで重要な概念について確認しておき
たい。DP では、退職給付制度につき、従来の「制度(つまりプラン)」という呼称から、「約
定(つまりプロミス)」に変更している。この場合、事業主は会計単位を個々の従業員に対
する約定ごとに考えることとなる。「正式又は非公式の取決め」を給付制度の定義に含め、
それを約定という文言で表現したうえで、約定の種類ごとに分類して会計処理すると提案
している。
ここで、約定は、給付建約定と拠出ベース約定とに大別することができる。まず、給付
建約定とは拠出ベース約定以外の約定をいうとされている。たとえば、給付算定方法を最
終給与比例型にした制度などが該当する。他方、拠出ベース約定とは、「掛け金の累積」と
「利息の定め」で構成される給付のことをいい、毎期現在までに獲得した給付の累積額が
分かる約定のことをいう。たとえば、キャッシュバランスプラン11のように、拠出額の積
み立てに加えて、資産運用収益に連動するリターンを付け加える制度があてはまる。従来
の確定拠出型制度もこれに該当することとなる。
では、DP の具体的な内容について、述べることとする。
まず、フェーズ 1 に関してである。①確定給付制度から生じる損益の遅延認識は、確定
給付制度から生じる損益、つまり未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務について、
遅延認識を取りやめ、即時認識を行うというものである。
次に、②確定給付債務の費用区分と開示は、確定給付型退職給付会計制度から生じる損
益の遅延認識があるが、それに際しては、即時認識の相手勘定が問題となる。また、相手
勘定の構成要素は何か、それらをいかなる区分で表示するかも検討すべきだといえよう。
そこで、DP のフェーズ 1 の部分では、3 つのアプローチが提示されている。ただし、DP
においては、どのアプローチを採るのが好ましいかは言及されていないことに注意する必
要があるといえる。それぞれの方法につき、以下では説明を加えることとしたい。なお、
比較のため、現行 IAS19 での会計処理も示しておくこととする。
11 ［新日本有限責任監査法人、2010］p.283 キャッシュバランスプランとは、社員ごとに
仮想個人口座を設定し、各人別に定めた拠出額をこの仮想口座に累積し、これに一定の再
評価率に基づく利息を付与した合計額を支給する年金制度のことをいう。確定給付年金制
度と確定拠出型年金制度の両者の特徴を併せ持つ年金制度である。
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図表 5 給付建約定に関する費用の表示
以下の前提条件のもと、給付建約定に関する費用の表示はどのように行われるかを示せ。
前提条件
■期首時点で退職給付債務が 10,000、年金資産が 6,000、退職給付引当金が 4,000 で、未
認識項目は存在しない。
■当期の勤務費用 1,200、利息費用 200、期待運用収益 250、実際運用収益が－250
■年金資産の価値変動が(実際運用収益－250 と期待運用収益 250 との差額)－500 で、そ
のうち 150 が利息収入部分。DP が提案する処理では期待運用収益は使用しない。
■割引率変更に伴う退職給付債務の増加額は 1,000、期待時の退職給付債務に関する予定
と実際の差額(数理計算上の差異)が 300(貸方有利差異)。
●現行 IAS19
①退職給付引当金上の期末退職給付引当金
期首退職給付引当金 4,000＋勤務費用 1,200＋利息費用 200－期待運用収益 250＝5,150
②当期の損益計算書上の退職給付費用
勤務費用 1,200＋利息費用 200－期待運用収益 250＝1,150
③当期のその他の包括利益計上額
なし。
④数理計算上の差異の残高
(実際運用収益－250 と期待運用収益 250 との差額＝－500)－(割引率変更に伴う退職給付
債務の増加額 1,000)－(期末時の退職給付債務に関する予定と実際の差額－300)＝－
1,200(借方不利差異)
以上に拠ると、期末退職給付引当金が 5,150、当期の損益計上額が 1,150 となる。また。
数理計算上の差異としては 1,200(借方差異)が遅延認識されることとなる。
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●DP におけるアプローチ 1
退職後給付債務と制度資産の価値の変動のすべてを、純利益に含めて表示する方法
①退職給付引当金上の期末退職給付引当金
期末退職給付債務 12,100－期末年金資産 5,750＝6,350
これは、上記現行 IAS19 で示した、期末退職給付引当金 5,150 から数理計算上の差異の残
高－1,200 を控除した金額 6,350 と一致する。アプローチ 1、2、3 の全てにおいて共通で
ある。
②当期の損益計算書上の退職給付費用
勤務費用 1,200＋利息費用 200－(実際運用収益－250)＋(期末時の退職給付債務に関する
予定と実際の差額－300)＋(割引率変更に伴う退職給付債務の増加額 1,000)＝2,350
③当期のその他の包括利益計上額
なし。
④数理計算上の差異の残高
なし。
以上より、期末退職給付引当金は 6,350 となる。また、積立不足は即時認識されるため、
数理計算上の差異は発生しない。IASB では、当期発生額の全てを純損益に計上するアプ
ローチ 1 を優れたものと位置付けている。何故なら、会計基準フレームワークと合致し
IAS1 やその他の基準とも整合性があり、また、実施が容易で財務諸表の読み手にとって
理解しやすいからである。
●DP におけるアプローチ 2
退職後給付債務と制度資産の価値の変動を、勤務費用および割引率以外の前提条件変更に
より生じた勤務費用の変動とその他の費用に分割し、勤務費用および割引率以外の前提条
件により生じた勤務費用の変動のみを純利益に含めて表示し、他のすべての費用をその他
の包括利益に含めて表示する方法
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①退職給付引当金上の期末退職給付引当金
期末退職給付債務 12,100－期末年金資産 5,750＝6,350
これは、上記現行 IAS19 で示した、期末退職給付引当金 5,150 から数理計算上の差異の残
高－1,200 を控除した金額 6,350 と一致する。アプローチ 1、2、3 の全てにおいて共通で
ある。
②当期の損益計算書上の退職給付費用
勤務費用のみであり 1,200。
③当期のその他の包括利益計上額
利息費用 200－(実際運用収益－250)＋(期末時の退職給付債務に関する予定と実際の差額
－300)＋(割引率変更に伴う退職給付債務の増加額 1,000)＝1,150
④数理計算上の差異の残高
なし。
以上より、期末退職給付引当金は 6,350 となる。また、積立不足は即時認識されるため、
数理計算上の差異は発生しない。将来の予測を伴う事象を生じる損益を区分処理しており、
実態を踏まえた処理ともいうことができるが、他方で利息費用をその他の包括利益に含め
ていることなど国際財務報告基準の他の基準と整合性がないともいえる12。
●DP におけるアプローチ 3
財務上の前提条件変更から生じたものを除いた退職後給付(勤務費用・利息費用など)の金
額を純利益に含めて表示し、財務上の前提条件変更から生じる再測定の金額(割引率変更や
制度資産の変動によるもの)を、その他の包括利益に含めて表示する方法
①退職給付引当金上の期末退職給付引当金
期末退職給付債務 12,100－期末年金資産 5,750＝6,350
これは、上記現行 IAS19 で示した、期末退職給付引当金 5,150 から数理計算上の差異の残
高－1,200 を控除した金額 6,350 と一致する。アプローチ 1、2、3 の全てにおいて共通で
12 例えば、IAS17「リース会計」では割引計算から生じる利息費用を純利益として認識し
ている。
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ある。
②当期の損益計算書上の退職給付費用
勤務費用 1,200＋利息費用 200－(年金資産価値変動のうち利息収入部分 150)＋(期末時の
退職給付債務に関する予定と実際の差額－300)＝950
③当期のその他の包括利益計上額
(割引率変更に伴う退職給付債務の増加額 1,000)－(実際運用収益－250－年金資産価値変
動のうち利息収入部分 150)＝1,400
④数理計算上の差異の残高
なし。
以上より、期末退職給付引当金は 6,350 となる。また、積立不足は即時認識されるため、
数理計算上の差異は発生しない。将来の予測を伴う事象から生じる損益を区分処理してお
り、給付債務から生じる利息費用と年金資産から生じる利息収入が相殺されることを前提
として処理の区分を定めている。もっとも、資産変動に関して、資産価値の変動に拠る部
分と利息収入部分に区分して処理する必要があって、現実的には適用が困難だとされてい
る。
アプローチ 1 に拠ると退職後給付費用の全ての構成要素が純利益に含める形で表示され、
結果として予測上の価値に違いがみられる情報が不適切に組み合わせられるのではないか
と懸念する者が多かったため、アプローチ 2、3 が設けられるに至った。これらのアプロ
ーチは退職後給付費用の一部をその他の包括利益に表示することを認める点で共通性を持
つ。もっとも、両アプローチを採ったところで、SFAS158 での会計処理とは異なり、リサ
イクリングを通じて遅延認識されてゆくわけではない。未認識項目は直接的に利益剰余金
に計上され、その後において純利益として計上されることはないのである。このようなこ
とから、DP 上に明文化されてはいないが、現行 IAS19 において用いられてきた回廊アプ
ローチも廃止されると考えることは容易であろう。
次に、③拠出(掛金)と約定利回り(利息)に基づく給付制度の会計処理についてであるが、
フェーズ 1 における取扱いは先送りされることとなった。これは、拠出ベース約定に関す
る会計処理の取り決めであるが、拠出ベース約定を公正価値評価することなどから、従来
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までの会計実務を大きく変化させる内容をも含んでおり、また他の会計基準との整合性を
とる必要に迫られる論点も存在する。したがって、その後そのような論点はフェーズ 2 に
先送することによって、長期間に渡って慎重な議論が行われることとされた。
最後に、④いずれか高額のオプション付き給付制度の会計処理についてみてみよう。高
額のオプション付き給付制度とは、最終給与比例制度から算定された給付額とキャッシュ
バランスプランから算定された給付額のいずれか高い方を支払う約定を有する制度など、
複数の約定を比較する制度をいう。たとえば、従業員の各期の給与の 3％相当額が拠出さ
れ、拠出額に所定の株価指数に基づく収益率で計算した利息額を加算した金額の一時金給
付と、各期の勤務に対して最終給与の 3％の一時金給付のいずれか高い方を支払う約定を
有する制度が考えられる。このような場合の会計処理についても、その後フェーズ 2 とす
ることとされている。
次に、フェーズ 2 であるが、この部分に関する改訂プロジェクトは現在、一時的に中
断されている状態であり、その具体的なスケジュールに関しては現時点では未定とされて
いる。フェーズ 2 での検討事項は、IASB において検討が続けられていた財務諸表の表示
プロジェクトや他のプロジェクト(公正価値測定、金融商品、IAS37「引当金、偶発負債及
び偶発資産」の見直し、概念フレームワーク等)と関連している部分も多分にしてあるが、
これら種々のプロジェクトの成果を待つことなく、同時並行的に検討されることとなった。
(2)ED における議論
続いて、DP 公表後に寄せられた意見等を勘案し、2010 年 4 月には、IASB 公開草案「給
付建制度－IAS 第 19 号の修正提案」(以下、「ED」)が公表された。ED では、以下の点に
関して現行 IAS 第 19 号から変更する提案がなされている。
(ⅰ)数理計算上の差異等の即時認識
(ⅱ)包括利益計算書での数理計算上の差異の表示方法
(ⅲ)確定給付制度に関する開示の充実
では、(ⅰ)～(ⅲ)について、それぞれ見てゆくこととしたい。
まず、(ⅰ)数理計算上の差異等の即時認識に関する変更についてである。数理計算上の
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即時認識の起源は、英国の退職給付会計基準13において 2005 年に適用されたのが最初であ
るが、同時期において IAS19 でも選択肢の一つとして導入はされていた。IASB 理事会に
おいて、①全ての制度資産の価値の変動および退職給付債務の変動はそれが生じた期間に
認識する、②権利の確定していない過去勤務費用は関連する制度改訂が発生した期間に認
識する、の 2 点について暫定的な合意がなされている。
次に、(ⅱ) 包括利益計算書での数理計算上の差異の表示方法に関する変更についてであ
る。IASB は当初は数理計算上の差異等の包括利益計算書への表示方法につき、当期純利
益に計上することで暫定合意していた。しかし、2009 年 7 月と 10 月に開催された IASB
と FASB の合同会議において、①退職給付に関する再測定損益(未認識項目)は税効果考慮
後の金額をその他の包括利益に計上すること、②その他の包括利益に計上した再測定損益
はリサイクルを行わないことが暫定合意された。これを受けて、2009 年 11 月の IASB 理
事会で、退職給付債務と年金資産の変動をリサイクルなしでその他の包括利益に計上する
ことで暫定的に合意した。このとき IASB 理事会で暫定合意された包括利益計算書の表示
のイメージは IAS19 の現行規定と類似したものとなっていることは注目に値する。以下に
包括利益計算書を示しておくこととする。
図表 6 包括利益計算書の例
収益(売上高)
営業費用(勤務費用を含む)
財務費用(利息費用を含む)
税引前利益
税金費用
継続事業からの利益
非継続事業からの利得又は損失(税引後)
当期純利益
リサイクルしないその他の包括利益の構成要素
年金の再測定損益(税効果後の純額)
リサイクルするその他の包括利益の構成要素
包括利益 合計
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
13財務報告基準書第 17 号「退職後給付」
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上に示した通り、年金の再測定損益の項目で、税効果考慮済みの未認識項目の金額がリ
サイクルしないその他の包括利益の構成要素に計上されることとなる。
最後に、(ⅲ) 確定給付制度に関する開示の充実に関する変更についてである。これは現
行 IAS19 の開示項目においては、財務諸表利用者にとって退職給付制度を運営することに
よるリスクの把握には不十分ではないかとの意見が出されていたためである。そこで、次
の 4 つの論点に関して開示が検討されてきている。
① 累積給付債務(ABO)の開示
② 年金資産の公正価値の表示
③ 金融商品の開示と同等の開示
④ 基礎率変化による感応度分析の開示
ここでは、その①～④それぞれについて詳細にみておくこととする。
まず、①累積給付債務(ABO)の開示についてである。累積給付債務(ABO)とは、現在の
退職金制度に基づき、従業員の現在時点までの勤務期間に割り当てられた年金給付額につ
いて、年金制度が存続することを前提にし、かつ予測される退職や死亡といった将来事象
が生じる見込みを反映して算定された債務のことをいう。そして、累積給付債務は、退職
給付債務(PBO)と同様の計算方式によって算定するが、測定の際に将来の昇給を織り込ま
ず、現在の給与水準を参考にするのが特徴となっている。ED ではこの累積給付債務に関
して、注記の部分で開示されることとなった。
次に、②年金資産の公正価値の表示についてである。公正価値とは、測定日における市
場参加者間の通常の取引において、資産を売却して受け取るか、または負債を移転する為
に支配する価格のことをいう。現在、国際財務報告基準において公正価値の測定は以下の
レベルに区分され、実施されている。
レベル１ 活発な市場における同一資産・負債の公正価値
レベル２ 直接または間接的に観測可能なインプット(仮定)により測定された公正価値
レベル３ 観測不能なインプット(仮定)により測定された公正価値
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そこで、ED においては、将来的な年金給付のために運用される年金資産について、１
公正価値測定の区分(レベル１～３)の内訳、２観測不能なインプット(レベル 3)についての
開示、３公正価値測定の評価技法ならびにインプットに関する情報などの開示等が検討さ
れている。１では公正価値の階層別の開示の検討、２では期首と期末の残高や期中増減の
明細に関する開示が想定されている。この開示によって、達成されるといっても良いであ
ろう。
次に、③金融商品の開示と同等の開示についてである。退職給付債務については企業の
従業員に対する金融負債・年金資産を企業における通常の金融資産とみなして金融商品と
同等の開示を行うことを検討している。
最後に、④基礎率変化による感応度分析の開示についてである。これは、債務測定のた
めの計算の前提が変化した場合の影響を計算の前提ごとに個別に分析を行い開示するもの
である。例えば、退職給付債務計算に用いた割引率などの数理計算上の仮定が変動した場
合、どの程度損益や退職給付債務に影響を及ぼすかといった、リスクに対する感応度分析
を想定している。
(3)改訂 IAS19
ED に対するコメントの検討を経て、2011 年 6 月 16 日には IAS19「従業員給付」の改
訂(以下、｢改訂 IAS19｣)が公表された。改訂においては、対象を確定給付制度に関する認
識、表示及び開示に限定した上で見直しが実施されている。測定に関する重要な見直しは
行われていない。その狙いとしては、従業員給付の財務報告を速やかに改善する目的があ
るといえよう。改訂 IAS19 は、2013 年 1 月 1 日以後開始する会計年度から適用され、早
期適用も認められる(172 項)。IAS8「会計方針、会計上の見積りの変更及び誤謬」に従い、
遡及適用することとする。ただし、経過措置が採られ、以下の 2 点が設けられている。第
一に、改訂 IAS の範囲外の資産、たとえば棚卸資産などは、その帳簿価額に含まれる確定
給付費用に関して調整する必要がないとされるものである。そして第二には、2014 年 1
月 1 日以前に開始する時期の財務諸表に、確定給付債務の感応度に関する開示の比較情報
の表示が求められないというものである。なお、これは国際財務報告基準を初めて適用す
る企業に対してのみ認められている。経過措置は、改訂 IAS19 適用にあたって、企業に対
し過剰な負担を強いないようにする目的をもち、大変有効なものであるといえよう。
では、改訂 IAS19 での具体的な見直し事項についてみていきたい。示されている項目は
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以下に示すとおりである。
① 確定給付負債の純額の認識
② 確定給付費用の表示
③ 開示
では、それぞれの概要について述べてゆくこととする。
まず、①確定給付負債の純額の認識についてである。改訂 IAS19 では、確定給付制度債
務の現在価値と制度資産の公正価値の差額、つまり積立不足または積立超過額に資産の上
限により制限される影響を調整したものを確定給付負債(資産)の純額として(8 項)、財政状
態計算書に認識することとしている(63 項)。
確定給付負債(資産)の純額を計算するにあたって生じた変動額は確定給付費用として、3
つの項目に分解したうえで、即時認識することとしている(120 項)。そのため、従来、現
行 IAS19 では認められてきた数理計算上の差異と過去勤務費用の遅延認識が、認められな
いこととなった。
現行 IAS19 で用いられていた回廊アプローチも改訂 IAS19 では廃止されることとなっ
た。その理由としては、以下のものが挙げられている(BC70 項、BC71 項)。
●即時認識は、遅延認識よりも目的適合性の高い情報を財務諸表利用者に提供する。
●即時認識は、確定給付制度の財務的影響をより忠実に表現することが可能であり、財
務諸表利用者の理解を容易にする。
●回廊アプローチによる遅延認識は、誤解を招く会計情報を作り出すことが懸念される。
たとえば、制度が積立不足の場合でも財政状態計算書に資産が認識される可能性を有する。
また、包括利益計算書に、過去の期間に発生した経済事象から生じた利得または損失が含
まれる可能性がある。
●選択肢の削除により、利用者の企業間比較が容易になる。
過去勤務費用に関する変更もみられる。現行 IAS19 では、権利が確定した過去勤務費用
は発生した期に直ちに認識し、他方、権利未確定のものは権利確定時点までの期間に渡っ
て定額法によって遅延認識することとしていた。これに対して、改訂 IAS19 では、発生し
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た全ての過去勤務費用を即時に純損益に認識することと規定している(103 項)。なお、具
体的には次のような場合のいずれか早期の時点で認識を行うこととしている。(1)年金制度
変更または縮小が発生したとき、(2)関連するリストラクチャリング費用または解雇給付を
認識したとき、のいずれかである。
如何なる理由でこの変更が行われたのであろうか。改訂 IAS19 では、年金給付が将来の
勤務を前提条件としている場合、換言すれば受給権が現時点において未確定の場合であっ
ても、給付算定式に従う方法で給付を各勤務期間に帰属させ、当期勤務費用を認識するこ
とを求めている(72 項)。そうであるならば、権利未確定の過去勤務費用を即時認識するこ
とは、72 項における権利未確定の当期勤務費用の認識と整合性をもつ会計処理といえるか
らであるとする(BC156)。
リサイクリングの禁止に関する規定も設けられている。改訂 IAS19 では、確定給付負債
(資産)の純額を計算するにあたって生じた変動額はその他の包括利益で認識し、その後の
期において純損益に振り替える会計処理を採ってはならないとするのである(122 項)。そ
の理由としては以下に挙げるものが主張されている(BC99 項)。
●国際財務報告基準において、リサイクリング(純損益への振替)に関する首尾一貫した方
針は存在せず、改訂 IAS19 のみでこの問題を取り扱うのは時期尚早である。
●リサイクリングの時期及び金額を決定する適切な基礎を識別するのには困難を伴うので
はないか。
以下では具体的な設例により、現行 IAS19 と改訂 IAS19 における未認識項目に関する
会計処理を比較することとしたい。
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図表 7 現行 IAS19 と改訂 IAS19 における未認識項目に関する会計処理の検討
前提条件
■X2 年 4 月 1 日における退職給付債務は 1,000 で、年金資産の時価は 800、未認識数理
計算上の差異が 100(借方不利差異で当該残高を 10 年で償却する)であった。
■X2 年 3 月 31 日における数理計算の結果(割引率 2％、長期期待運用収益率 5％)の結果、
X2 年 4 月 1 日～X3 年 3 月 31 日までの勤務費用、利息費用および期待運用収益はそれぞ
れ、30、20(＝退職給付債務期首残高 1,000×割引率 2％)、40(＝年金資産期首残高 800×
長期期待運用収益率 5％)と計算された。また、同期間における年金資産からの年金給付支
払額および掛金拠出額は 25 および 65 であった。
■会社は、X2 年 4 月 1 日付で給与水準の引き上げを行った。これに伴う退職給付債務の
増加額、すなわち過去勤務費用の発生額は 50 であった。
■X3 年 3 月 31 日における退職給付債務は 1,100 で、退職給付債務に係る数理計算上の差
異(借方不利差異)25 が発生した。また同日における年金資産の時価は 705 となり、年金資
産に係る数理計算上の差異が 175(借方不利差異)発生した。
※ 簡略化のため、税効果は考慮しない。
◎現行 IAS19
(ⅰ)退職給付費用の計上
(借)退職給付費用 10 (貸)退職給付引当金 10
(ⅱ)既発生の未認識項目(未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用)の費用処理
(借)退職給付費用 10 (貸)退職給付引当金 10
(ⅲ)過去勤務債務の発生および費用処理
仕訳なし
(ⅳ)掛金拠出時における処理
(借)退職給付引当金 65 (貸)現金預金 65
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(ⅴ)期末における数理計算上の差異の発生額の処理
仕訳なし
退職給付計算表(現行 IAS19)
期首残高 X2 年度の処理 期末残高
借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方
年金資産 800 40
65
25
175
705
退職給付債務 1,000 25 30
20
75
1,100
未認識数理計算上の差
異
100 175
25
10 290
未認識過去勤務費用 0 50 50
退職給付費用の未収額
(退職給付引当金)
100 20 65 55
1,000 1,000 1,100 1,100
退職給付費用 20
勤務費用 30
利息費用 20
期待運用収益 40
未認識数理差異償却 10
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◎改訂 IAS19
(ⅰ)期首修正処理
(借)未認識数理差異(その他の包括利益累計額) 100 (貸)退職給付引当金 100
(ⅱ)退職給付費用の計上
(借)退職給付費用 10 (貸)退職給付引当金 10
(ⅲ)過去勤務費用の発生
(借)その他の包括利益累計額 50 (貸)退職給付引当金 50
(ⅳ)掛金拠出時における処理
(借)退職給付引当金 65 (貸)現金預金 65
(ⅴ)数理計算上の差異の発生額の処理
(借)その他の包括利益累計額 200 (貸)退職給付引当金 200
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退職給付計算表(改訂 IAS19)
期首残高 X2 年度の処理 期末残高
借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方
年金資産 800 40
65
25
175
705
退職給付債務 1,000 25 30
20
50
25
1,100
退職給付費用の未収
(退職給付引当金)
200 10
250
65 395
1,000 1,000 1,100 1,100
退職給付費用 10
勤務費用 30
利息費用 20
期待運用収益 40
その他の包括利益累
計額
250
未認識数理差異 175
25
未認識過去勤務費用 50
上記の会計処理の検討より如何なる結論が得られるのであろうか。改訂 IAS19 によると
未認識項目(数理計算上の差異、過去勤務費用)は発生した期において一括して即時認識さ
れる。したがって、現行 IAS19 を採った場合と比較し、貸借対照表において負債(退職給付
引当金)が 340(55 から 395 に増加)も急増する結果となるのである。
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次に、②確定給付費用の表示について述べる。改訂 IAS19 では、確定給付負債(資産)の
純額の全ての変動を変動が生じた期間において即時認識し、確定給付費用を 3 つの項目に
分解して考えることとしている。3 つの項目とは、勤務費用、確定給付負債(資産)の純額に
係る利息の純額(従来の期待運用収益)、再測定(数理計算上の差異等を含む)のことをいう。
勤務費用と確定給付負債(資産)の純額に係る利息の純額を純損益に認識し、再測定はその
他の包括利益で認識することを規定している(120 項)。
現行 IAS19、改訂 IAS19 の双方においても、包括利益計算書上での確定給付費用の表示
に関する具体的規定は設けられていない。前者においては、過去勤務費用、利息費用およ
び制度資産に係る期待収益に関し、単一の項目として表示すべきか否かを特定していない。
また、後者では、勤務費用および利息の純額を如何なる形で純損益に表示すべきかを特定
していない。このようなことから、確定給付費用の包括利益計算書上での表示に関しては、
IAS1「財務諸表の表示」に依拠することとした(134 項)。当初、公開草案では、利息の純
額は財務費用の表示科目に含めて表示することが提案されていた。しかし、他の会計基準
改定プロジェクトとの整合性をとる必要が生じるため、純損益で如何なる形で表示するか
の具体的検討は退職後給付プロジェクトの範囲を超えてしまうと判断され、IAS1 の規定
に忠実に従うこととなった(BC202 項)。
勤務費用に関する規定についても公開草案とは異なる取扱いが見られる。公開草案では、
清算損益を再測定に含めることとし、その他の包括利益で認識すると提案していた。しか
し、解雇給付やリストラクチュアリング費用などが純損益で認識されることもあり、整合
性を保つ必要が生じた。そこで、改訂 IAS19 では、勤務費用に、当期勤務費用や過去勤務
費用だけではなく、清算損益をも含めることとした(8 項)。この会計処理は、結局、現行
IAS１９における処理と同様のものが採られたということができよう。
利息の純額に関する規定も設けられた。改訂 IAS19 では、確定給付負債(資産)純額に確
定給付制度債務の測定に用いる割引率を乗じて得られた金額を利息の純額として算定を行
うこととした(123 項目)。他方、現行 IAS19 では、確定給付制度資産に割引率を乗じて利
息費用を認識し、制度資産に期待収益率を乗じて期待収益を認識してきたが、改訂 IAS19
では後者のような関連する債務の全期間に渡る収益に対する市場の予想に基づく期待収益
を認識する考え方は廃止されることとなった。改訂 IAS19 では、原則として利息の純額は
期首時点において算定されるが、掛け金の拠出や給付支払など確定給付負債(資産)純額の
期中における変動が生じた場合はそれをも考慮に入れることとされている(123 項)。
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再測定に関する規定も設けられている。数理計算上の差異に代表される未認識項目など、
再測定に含まれる項目は、勤務費用や利息の純額とは区別し、その他の包括利益に認識す
ることとしたのである。結果、現行 IAS19 では許容されている、数理計算上の差異を純損
益において即時認識するという選択肢が削除された(BC88 項)。規定が設けられた根拠とし
ては、数理計算上の差異に代表される未認識項目など再測定に含まれる項目は、将来キャ
ッシュ・フローの不確実性およびリスクに関する情報を十分に提供するが、他方、将来キ
ャッシュ・フローの起こりえる金額および時期に関する情報はあまり提供しないという事
実が挙げられる。このような異なる予測価値を有する確定給付費用を分解するにあたって
最も有効な方法は、再測定部分をその他包括利益に認識させることであるとしている
(BC90 項)。
次に、③開示について述べる。現行 IAS19 において求められてきた退職給付制度に関す
る開示項目は、制度が財務諸表に与える財務的影響の理解に十分資するものではないとの
指摘や、開示の分量が重要な情報を判別不能にし、理解可能性と有用性を低下されるとい
う懸念があった。そのため、改訂 IAS19 では、次の 3 つの開示項目を規定している(135
項、BC203 項)。
① 確定給付制度の特徴および関連するリスクの説明
② 確定給付制度から生じた財務諸表上の金額の識別と説明
③ 確定給付制度が将来キャッシュ・フローの金額、時期および不確実性にどのように影
響する可能性があるのかの記述
ここでは、それぞれの開示項目のうち新設された重要な項目についてみてゆこう。①退
職給付制度の特徴および関連するリスクの説明の開示項目としては、企業が退職給付制度
によってさらされているリスクおよび著しいリスクの集中が見られる場合にその記述がな
されることとなった。また、②確定給付制度から生じた財務諸表上の金額の識別と説明の
項目では、制度資産の公正価値に関する分解情報が開示されることとなった。最後に、③
確定給付制度が将来キャッシュ・フローの金額、時期および不確実性にどのように影響す
る可能性があるのかの記述の項目では、重要な数理計算上の仮定の感応度分析、資産・負
債のマッチング戦略、将来の拠出に影響する積立の取決めおよび方針の記述、確定給付制
度債務の満期情報の項目の新設がなされることとなった。
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今回新設された開示項目を概観してみると、退職給付制度のリスク情報および将来を予
測するうえで財務諸表利用者側にとって有用な情報の開示に重点が置かれているように感
じられ、現行 IAS19 における開示と比較すると、より財務諸表利用者の退職給付制度に対
する理解に資する情報を提供するものになっている。これにより現行 IAS19 に対して出さ
れていた指摘や生じていた懸念は解消されるものといえるのではなかろうか。
第 2 項 米国基準
2004 年 4 月、IASB と FASB は、退職給付に関する会計基準の共同開発に関して合意し、
2006 年 2 月には退職給付プロジェクトを会計基準コンバージェンスの覚書としての意味
合いを有する所謂長期 MOU 項目14と位置付けた。しかし、IASB・FASB ともにプロジェ
クトに関われるスタッフ等の資源上の制約があるため、当面の間は個々で独立的にプロジ
ェクトを進行させ、ある一定の進捗が達成された時期をもって、両者の間で会計基準コン
バージェンスを図ることとした。
米国における年金会計基準の見直しの始まりは、2005 年に SEC より公表された「2002
年 Sarbanes-Oxley 法第 401 条(C)に従ったオフバランス取引、特別目的事業体および発行
体による提出書類の透明性改善に関する報告と提言」と題された報告書にある。この報告
書では、SEC が企業会計や財務報告の透明性・正確性を高めることを目的に、コーポレー
トガバナンスの在り方と監査制度を抜本的に改革するとともに、投資家に対する企業経営
者の責任と義務・罰則を定めた米国連邦法である Sarbanes-Oxley 法に基づき、企業の財
務諸表の透明性について調査を行い、その結果より会計基準の見直しを提言している。こ
の提言の中では、米国における従来の年金会計基準においては年金制度の積立状況を完全
かつ理解可能な形式で伝達することができないのではないかと指摘されている。何故なら、
従来の年金会計基準では、年金制度の積立超過や積立不足等の状況に関する情報は財務諸
表注記にのみ委ねられており、財務諸表利用者が退職後給付債務の履行能力を理解するう
えでは、必ずしも十分な形であるとはいえないからである。このようなこともあり、資産
と負債の相殺表示、未認識項目の遅延認識が年金積立状況の理解を困難ならしめ、会計処
理の操作にもつながるとも指摘されていた。したがって、年金会計基準の改訂は、財務諸
14 ［企業会計審議会、2010］収益認識、リース、保険、金融商品を優先プロジェクトと
して 2011 年 6 月までに完成させることとなった。また、退職給付は 2012 年度第 1 四半期
に最終基準化される予定である。
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表の質と透明性を改善するためにも急務であると結論付けているのである。
FASB は、SEC の報告を受け、2005 年 11 月に、SFAS87 と SFAS106 を見直すプロジ
ェクトに着手した。このプロジェクトでは当初、年金会計の基本的領域として、資産と負
債の測定、年金基金の連結、業績評価の報告の問題などを検討課題と設定していた。また、
会計にとどまらず税務の問題の影響も考慮することとされた。このように、プロジェクト
は包括的なものといえるため、以下に示した 2 段階に分けて慎重に進められることとなっ
た。
図表 8 FASB における年金会計基準の見直しスケジュール
第 1 段階
時期 2006 年 9 月
主な内
容
SFAS87,88,106 および 132 等の従来の会計基準を一部改訂し、2006 年 9 月に
FAS158 として公表。
第 2 段階
時期 IASB における退職給付プロジェクトの完了後、IASB との共同プロジェクトの
実施を検討することとなる。
主な内
容
退職給付費用の認識方法および開示方法
一時金給付の選択肢を持つ制度の債務評価方法
計算基礎の策定方針
退職後給付の信託財産の母体企業への連結
第 1 段階は、年金およびその他退職後給付に関する事業主の財務報告において、貸借対
照表をより一層完全で、透明な、そして理解可能なものとすることを目的とし、2006 年 9
月に SFAS158 として公表した。SFAS87、88、106 および 132(R)に代表される、年金を
含む退職後給付に関連する従来の会計基準を一部修正するものであるが、制度資産と給付
債務の貸借対照表日現在での測定および純期間給付費用額の決定にあたっては、従来の
SFAS87、88、106 の規定の継続適用が求められている。SFAS158 の発効日は、認識およ
び開示事項に係る規定と測定日に係る規定では以下のように異なっている。
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図表 9 SFAS158 の発効日
認識および開示事項 測定日の規定
公開企業 2006 年 12 月 15 日後に終了する会計年度
末
2008 年 12 月 15 日後に終了す
る会計年度の期首
非公開企
業
2007 年 6 月 15 日後に終了する会計年度末
SFAS158 の早期適用は推奨されている半面、遡及適用は認めないこととされた。何故な
ら、｢遡及適用に付随する費用は、年度毎の比較可能性から得られる便益を上回｣り
(SFAS158,paraB68)、また「前年度について財務諸表注記中に既に利用可能な広範囲の情
報がある」（SFAS158,paraB70）とされているからである。
SFAS158 の変更点のなかでは、年金制度の積立状況、すなわち予測給付債務(PBO)と年
金資産との差額の全額を貸借対照表計上するように SFAS87 を修正した点が最も重要であ
るといえる。予測給付債務が年金資産を上回る場合は、その積立不足の金額を負債とし、
他方、年金資産が予測給付債務を上回る場合はその積立超過の金額を資産として貸借対象
表に計上することが求められるようになるのである。
積立状況を示す額の変動をすべて一括して発生時に即時認識することを強いられるわ
けであり、たとえば未認識項目の会計処理では、数理計算上の差異を損益として処理する
のではなく、発生時に一旦、その他の包括利益で認識するのである。そして、そのうえで、
回廊アプローチを用いながら、残存勤務期間に渡ってその他の包括利益から純利益に振り
返るリサイクリングと呼ばれる会計処理を採ることとなる。これにより、退職後給付制度
の積立超過または積立不足の状況が従来の基準のように注記中ではなく貸借対照表におい
て報告されることとなった。FASB 概念書第 1 号『営利企業による財務報告の目的』およ
び第 4 号『非営利組織体による財務報告の目的』では、財務報告が事業および資源配分の
意思決定を行う際に有用となる情報を提供すべきである、と規定している。また、FASB
概念書第 2 号『会計情報の質的特性』では、意思決定有用性に不可欠な要素は目的適合性
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および信頼性である、と規定している。目的適合的かつ信頼できる情報であるためには、
情報自体が適時で完全なものでなくてはならない。SFAS158 公表によって、退職後給付制
度の積立超過または積立不足の状況発生した期において、すべてが貸借対照表本体で報告
されるようになるため、まさに適時に完全な情報が提供されることとなる。そして結果的
に、財務諸表の理解可能性および表現の忠実性の改善が図られたのが特徴であるといえよ
う。なお、この SFAS158 の公表によって、プロジェクトは一旦打ち切られることとなっ
た。
そして、第 2 段階では、IASB における退職給付プロジェクトの完了後に、IASB との共
同プロジェクトの実施を検討する予定としている。もっとも、共同プロジェクトを実施す
るためには FASB・IASB 間の双方で活発な議題設定プロジェクトを経る必要が生じよう。
その後、FASB においては、2009 年より退職給付プロジェクトを休止し、以降は IASB
における議論の動向に注視している状態である。FASB・IASB 間で共同プロジェクトが実
施された場合、FASB が見直しを完了していない、例えば積立状況を示す額の変動の報告
方法等については、FASB と IASB とでは異なる方法を採るのか、それとも FASB に合わ
せる形で IASB において再び見直し議論を行う必要があるだろうか。FASB・IASB 両者の
間で進められてきた金融商品会計に関する共同プロジェクトではリサイクルの有無に関し
てそれぞれ異なる方向性を示していることから、退職給付プロジェクトに関しても、FASB
と IASB とで異なる方法を採る可能性も想定されるであろう。
では、見直し前(SFAS158 発効前)と見直し後(SFAS158 発効後)の未認識項目に関する会
計処理について、その相違点を以下で検討し、明らかにすることとしたい。
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図表 10 SFAS158 発効前と発効後における未認識項目に関する会計処理の検討
前提条件
■X2 年 4 月 1 日における退職給付債務は 1,000 で、制度資産の時価は 800、未認識数理
計算上の差異が 100(借方不利差異で当該残高を 10 年で償却する)であった。
■X2 年 3 月 31 日における数理計算の結果(割引率 2％、長期期待運用収益率 5％)の結果、
X2 年 4 月 1 日～X3 年 3 月 31 日までの勤務費用、利息費用および期待運用収益はそれぞ
れ、30、20(＝退職給付債務期首残高 1,000×割引率 2％)、40(＝制度資産期首残高 800×
長期期待運用収益率 5％)と計算された。また、同期間における年金資産からの年金給付支
払額および掛金拠出額は 25 および 65 であった。
■会社は、X2 年 4 月 1 日付で給与水準の引き上げを行った。これに伴う退職給付債務の
増加額、すなわち過去勤務費用の発生額は 50 であった。
■X3 年 3 月 31 日における退職給付債務は 1,100 で、退職給付債務に係る数理計算上の差
異(借方不利差異)25 が発生した。また同日における制度資産の時価は 705 となり、年金資
産に係る数理計算上の差異が 175(借方不利差異)発生した。
※ 簡略化のため、税効果は考慮しない。
◎SFAS158 発効前
※未認識項目は発生の翌年より当該残高を 10 年で均等償却するものと仮定。
(ⅰ)退職給付費用の計上
(借)退職給付費用 10 (貸)退職給付引当金 10
(ⅱ)前期までで発生した未認識数理計算上の差異の費用処理
(借)退職給付費用 10 (貸)退職給付引当金 10
(ⅲ)過去勤務債務の発生および費用処理
仕訳なし
(ⅳ)掛金拠出時における処理
(借)退職給付引当金 65 (貸)現金預金 65
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(ⅴ)期末における数理計算上の差異の発生額の処理
仕訳なし
年金会計計算表(SFAS158 適用以前)
期首残高 X2 年度の処理 期末残高
借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方
制度資産 800 40
65
25
175
705
退職給付債務 1,000 25 30
20
75
1,100
未認識数理計算上の差
異
100 175
25
10 290
未認識過去勤務債務 50 50
退職給付費用の未収
(退職給付引当金)
100 20 65 55
1,000 1,000 1,100 1,100
退職給付費用 20
勤務費用 30
利息費用 20
期待運用収益 40
未認識数理差異償却 10
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◎SFAS158 発効後
※過去勤務費用(50)の処理は次年度から償却・リサイクリングとする
(ⅰ)期首修正処理
(借)未認識数理差異(その他の包括利益累計額) 100 (貸)退職給付引当金 100
(ⅱ)退職給付費用の計上
(借)退職給付費用 10 (貸)退職給付引当金 10
(ⅲ)既発生の数理差異償却に関するリサイクリング
※回廊アプローチを用い、回廊 80(期首年金資産 800×10%)を超える部分 120(即時認識さ
れた数理計算上の差異 200－80)につき、現役の従業員の平均残存勤務期間を 5 年と仮定し、
償却する。
(借)退職給付費用 24 (貸)その他の包括利益累計額 24
(ⅳ)過去勤務費用の発生
(借)その他の包括利益累計額 50 (貸)退職給付引当金 50
(ⅴ)掛金拠出時における処理
(借)退職給付引当金 65 (貸)現金預金 65
(Ⅵ)数理計算上の差異の発生額の処理
(借)その他の包括利益累計額 200 (貸)退職給付引当金 200
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年金会計計算表(SFAS158 適用以降)
期首残高 X2 年度の処理 期末残高
借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方
制度資産 800 40
65
25
175
705
退職給付債務 1,000 25 30
20
50
25
1,100
退職給付費用の未収
(退職給付引当金)
200 34
226
65 395
1,000 1,000 1,100 1,100
退職給付費用 34
勤務費用 30
利息費用 20
期待運用収益 40
未認識数理差異償
却
24
その他の包括利益累
計額
226
未認識数理差異 175
25
24
未認識過去勤務費用 50
上記の会計処理の検討より如何なる結論が得られるのであろうか。SFAS158 適用後は、
未認識項目(数理計算上の差異、過去勤務費用)は発生した期において一括してその他の包
括利益で即時認識され、回廊の範囲を超える部分に関しては平均残存勤務期間に渡ってそ
の他の包括利益累計額から純利益へリサイクリングされる。したがって、SFAS158 適用前
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と比較すると、貸借対照表において負債(退職給付引当金)が 340(55 から 395 に増加)も急
増する結果となるのである。ただし、未認識項目に関しては、前述のとおり平均残存勤務
期間に渡りリサイクリングする取扱いなので、未認識項目発生時における即時認識が純利
益に多大なる影響を及ぼすことはない。
第 2 節 我が国における基準改訂
我が国において退職給付会計基準の改訂が議論されるようになった経緯について、まず
は明らかにしておきたい。2000 年 4 月 1 日以降開始事業年度より「退職給付に係る会計
基準」が導入されて以来、10 年余りが経過している。そのなかで、2007 年 8 月には、ASBJ
は IASB との間で会計基準コンバージェンスの加速化のための取り組みへの合意(いわゆ
る東京合意)を公表した。これを踏まえて、2011 年をめどに退職給付会計に関する会計基
準の見直しを実施することとなった。その準備段階として、ASBJ は 2009 年 1 月に「退
職給付会計の見直しに関する論点の整理」を公表し、我が国における退職給付会計基準見
直しに関わる議論が本格的に開始されたのである。
その後、2009 年 8 月には、退職給付会計基準見直しのスケジュールがステップ 1 とス
テップ 2 に分けられた上で、以下の通り提示された。
図表 11 ASBJ における退職給付会計基準見直しのスケジュール
ステップ 1
公開草案 2010 年 3 月 18 日
会計基準化 2010 年内
適用時期 2012 年 3 月以降
主な検討範囲 未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の処理方法の見直し
退職給付見込み額の期間帰属方法の見直し
割引率の見直し
開示の拡充
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ステップ 2
公開草案 2011 年内
会計基準化 2012 年内
適用時期 未定
主な検討範
囲
遅延認識廃止に伴う損益の表示
重要性基準の見直し
ステップ 1 では、現行の IAS19 号の定めのうち、IASB による見直しが行われたとして
も、なお変更が生じない部分および IASB による見直しのうち、方向性が定まっている部
分について、我が国の退職給付に関する会計基準等のコンバージェンスが進むように見直
すとしている。他方、ステップ 2 では、IASB による見直しのうち、数理計算上の差異等
の包括利益計算書上での取扱いに関連する部分について、IASB の動向を踏まえて検討を
行うとしている。
なお、現時点においては、必ずしもこのスケジュール通りに見直しが進められていない。
ステップ 1 に関しては、公開草案が出されたのみであり、会計基準化や適用も予定より遅
れる見込みである。また、ステップ 2 に関しては、2011 年第 2 四半期に論点整理、そし
て第 4 四半期に公開草案の公表が予定されていたが、これに関しても大幅に遅れている。
したがって、審議の停滞が否めないという状況にある15。もっとも、この停滞傾向は好ま
しくないものであると断定することはできない。何故なら、短期間に何度も会計基準が見
直されることは回避すべきであり、改訂にあたってはそのような事態に陥らないためにも、
着手する項目やその順序の見極めを一定の時間をかけて慎重に行うことは許容されるべき
だからである。
ここで、｢退職給付会計の見直しに関する論点の整理｣に関してふれておきたい。ASBJ
は、国際的な会計基準における見直し議論と歩調を合わせながら、我が国の退職給付会計
基準の見直しを中長期的に取り組むべく、2009 年 1 月に｢退職給付会計の見直しに関する
論点の整理｣を公表した。ここで取り扱われている論点は以下の 1~10 まである。
15 本稿第 5 章でも述べたように、退職給付会計基準導入に当たって実務に与えるインパク
トが大きくその強制適用時期延期が議論されていることなども、要因の一つといえるであ
ろう。
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論点 1、退職給付債務および勤務費用の会計処理
論点 1-1 予測単位積増方式による測定方法等の見直し
論点 1-2 退職給付債務および勤務費用の測定方法※
論点 1-3 小規模企業等における簡便法の容認
論点 2、年金資産および期待運用収益の会計処理
論点 2-1 期待運用収益の取扱い
論点 2-2 退職給付信託の取扱い
論点 3、貸借対照表で計上する退職給付に係る負債
論点 3-1 年金資産と退職給付債務の総額表示
論点 3-2 制度の積立状況の貸借対照表での計上※
論点 4、数理計算上の差異と過去勤務費用の会計処理
論点 4-1 数理計算上の差異の会計処理※
論点 4-2 重要性基準と回廊アプローチ
論点 4-3 過去勤務債務の会計処理※
論点 5、損益計算書における退職給付費用に係る表示
論点 6、退職給付(給付建制度)に係る開示(年金資産開示の拡充)※
論点 7、清算と縮小の会計処理と表示
論点 8、キャッシュバランスプランの会計処理と表示
論点 9、複数事業主制度の会計処理と開示
論点 10、その他の退職後給付
※を付けたものは、2010 年 3 月に公表された公開草案で取り扱われているものであ
る。それらの中の一部を、後述の公開草案に関する部分で検討することとする。残りのも
のは、今後出されるステップ 2 の公開草案で取り扱われると想定される。
ここで、論点整理を理解するうえで必要となる、我が国独自の概念であるともいうべき
概念である重要性基準、また回廊アプローチについても説明を加えておきたい。
会計上、厳密な処理による算定結果と質的および量的に重要な差異がなければ、厳密な
処理以外の処理を行うことを認めるという基本的な会計原則を重要性の原則といい、それ
を越えて、退職給付会計基準における重要性の有無を判断する際の基準を指して、重要性
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基準という。
日本基準の場合、退職給付会計における基礎率の全てに重要性基準の適用が認められて
いるが、数値基準が設けられているのは割引率のみとなっている。割引率については、「前
期末に使用した割引率による当期末退職給付債務と当期末の国債利回り又は社債利回りに
基づく割引率による当期末退職給付債務との差が 10％未満であれば、前期末退職給付債務
に使用した割引率を当期末退職給付債務にも使用して良い」という 10％重要性基準が設け
られている。しかし、国際財務報告基準には、このような重要性基準の考え方は存在しな
いために、日本基準では見直しを実施する必要が生じているのである。
また、回廊アプローチ16は最善の見積もりによる基礎率を用いた結果生じた計算差異に
一定の許容範囲(所謂回廊)を設ける方法のことをいう。米国基準だけではなく、国際財務
報告基準では現行 IAS19 において回廊アプローチを認めていたが、IASB 公開草案では財
務諸表利用者の理解を容易にし、また企業間の比較可能性を高めることを目的として、回
廊アプローチを用いて遅延認識を行う方法を廃止し、その他の包括利益で即時認識した上
で利益剰余金に計上する方法のみとすることが提案されている。
日本基準においては、重要性基準と回廊アプローチを両方認めると、実質的な許容範囲
の幅が極めて大きくなってしまうことから、現行基準では重要性基準のみを認めている。
だが、国際的動向をも踏まえ、ステップ 2 の公開草案では、「重要性基準の廃止」および
「回廊アプローチの導入」が検討されることが想定されるであろう。
では、公開草案「退職給付に関する会計基準(案)」および「退職給付に関する会計基準
の適用指針(案)」の概要は如何なるものであろうか。2009 年 1 月に出された論点整理に対
して諸方面から寄せられた意見を踏まえ、ステップ 1 部分に関する公開草案が 2010 年 3
月に公表された。そこで取り扱われている検討範囲は、以下のとおりである。
① 未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の処理方法の見直し(貸借対照表
上の即時認識)
② 退職給付見込額の期間帰属方法の見直し
③ 割引率の見直し(割引期間の考え方)
④ 開示の拡充
16 本稿第 2 章第 3 節を参照。
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なお、検討範囲に示されたもの以外にも、退職給付会計に関する勘定科目の名称等の変
更が下記の通り実施される見込みである。これは、国際財務報告基準の動向を踏まえ、会
計基準コンバージェンスの加速化を図る狙いがある。
図表 12 退職給付会計に関する勘定科目の変更予定
改正前 公開草案
退職給付引当金 退職給付に係る債務
前払年金費用
退職給付に係る資産
過去勤務債務 過去勤務費用
期待運用収益率 長期期待運用収益率
では、公開草案における検討範囲のそれぞれに関して詳論することとしたい。
まず、①未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の処理方法の見直しである
が、かつては未認識項目の会計処理に関しては、実際の積立状況が貸借対照表に反映され
ていないという問題や、積立超過の場合に退職給付引当金が計上されたり、積立不足の場
合に前払年金費用が計上されたりするという問題が生じていた。
また、未認識項目の会計処理に関しては、遅延認識や即時認識など多様な方法の中から
の選択が認められていたことから、財務諸表利用者の理解や企業間での比較を著しく困難
ならしめるのではないかとの指摘もなされてきた。そのため、公開草案では未認識項目の
会計処理は、即時認識のみを許容することとされたのである。会計処理の詳細については
以下で示しておきたい。
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図表 13 現行基準と公開草案における未認識項目に関する会計処理の検討
前提条件
■X2 年 4 月 1 日における退職給付債務は 1,000 で、年金資産の時価は 800、未認識数理
計算上の差異が 100(借方不利差異で当該残高を 10 年で償却する)であった。
■X2 年 3 月 31 日における数理計算の結果(割引率 2％、長期期待運用収益率 5％)の結果、
X2 年 4 月 1 日～X3 年 3 月 31 日までの勤務費用、利息費用および期待運用収益はそれぞ
れ、30、20(＝退職給付債務期首残高 1,000×割引率 2％)、40(＝年金資産期首残高 800×
長期期待運用収益率 5％)と計算された。また、同期間における年金資産からの年金給付支
払額および掛金拠出額は 25 および 65 であった。
■会社は、X2 年 4 月 1 日付で給与水準の引き上げを行った。これに伴う退職給付債務の
増加額、すなわち過去勤務費用の発生額は 50 であった。
■X3 年 3 月 31 日における退職給付債務は 1,100 で、退職給付債務に係る数理計算上の差
異(借方不利差異)25 が発生した。また同日における年金資産の時価は 705 となり、年金資
産に係る数理計算上の差異が 175(借方不利差異)発生した。
■計算を簡略化するために税効果は考慮しない。
◎現行基準
※未認識項目は発生の翌年より当該残高を 10 年で均等償却するものと仮定。
(ⅰ)退職給付費用の計上
(借)退職給付費用 10 (貸)退職給付引当金 10
(ⅱ)前期までで発生した未認識数理計算上の差異の費用処理
(借)退職給付費用 10 (貸)退職給付引当金 10
(ⅲ)過去勤務債務の発生および費用処理
仕訳なし
(ⅳ)掛金拠出時における処理
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(借)退職給付引当金 65 (貸)現金預金 65
(ⅴ)期末における数理計算上の差異の発生額の処理
仕訳なし
退職給付計算表(現行基準)
期首残高 X2 年度の処理 期末残高
借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方
年金資産 800 40
65
25
175
705
退職給付債務 1,000 25 30
20
75
1,100
未認識数理計算上の差
異
100 175
25
10 290
未認識過去勤務債務 50 50
退職給付費用の未収
(退職給付引当金)
100 20 65 55
1,000 1,000 1,100 1,100
退職給付費用 20
勤務費用 30
利息費用 20
期待運用収益 40
未認識数理差異償却 10
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◎公開草案
※過去勤務費用(50)の処理は次年度から償却・リサイクリングとする
※未認識数理差異償却に関するリサイクリング 期首残高 100÷10 年=10
(ⅰ)期首修正処理
(借)未認識数理差異(その他の包括利益累計額) 100 (貸)退職給付引当金 100
(ⅱ)退職給付費用の計上
(借)退職給付費用 10 (貸)退職給付引当金 10
(ⅲ)既発生の数理差異償却に関するリサイクリング
(借)退職給付費用 10 (貸)その他の包括利益累計額 10
(ⅳ)過去勤務費用の発生
(借)その他の包括利益累計額 50 (貸)退職給付引当金 50
(ⅴ)掛金拠出時における処理
(借)退職給付引当金 65 (貸)現金預金 65
(Ⅵ)数理計算上の差異の発生額の処理
(借)その他の包括利益累計額 200 (貸)退職給付引当金 200
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退職給付計算表(公開草案)
期首残高 X2 年度の処理 期末残高
借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方
年金資産 800 40
65
25
175
705
退職給付債務 1,000 25 30
20
50
25
1,100
退職給付費用の未収
(退職給付に係る債
務)
200 20
240
65 395
1,000 1,000 1,100 1,100
退職給付費用 20
勤務費用 30
利息費用 20
期待運用収益 40
未認識数理差異償
却
10
その他の包括利益累
計額
240
未認識数理差異 175
25
10
未認識過去勤務費用 50
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上記の会計処理の検討より如何なる結論が得られるのであろうか。公開草案によると未
認識項目(数理計算上の差異、過去勤務費用)は発生した期において一括して即時認識され
る。したがって、現行基準を採った場合と比較し、貸借対照表において負債(退職給付引当
金・退職給付に係る債務)が340(55から395に増加)も急増する結果となるのである。他方、
リサイクリングは平均残存勤務期間の毎年において行われるため、損益計算書における退
職給付費用や純利益は、「貸借対照表における未認識項目の即時認識」の影響を受けないこ
ととなる。
次に、②であるが、現行基準では退職給付見込み額の期間帰属に関し、期間定額基準を
原則としていた。そして、各期に帰属する退職給付見込額を合理的に反映していると考え
られる場合には、給与基準、支給倍率基準、ポイント基準などを採用することも許容され
ていた17。
これに対して、公開草案では、国際財務報告基準・米国基準に代表される国際的な会計
基準との整合性を図るべく、期間定額基準と給付算定式に従う方法の選択適用が提案され
ている。期間定額基準に関する説明はここでは割愛するが、給付算定式に従う方法とは、
退職給付見込額について退職給付制度の給付算定式に従って各勤務期間に帰属させた額を
各期の発生額とする方法のことである。 この方法による場合は、勤務期間の後期における
給付算定式に従った給付額が初期よりも著しく高い水準になる場合は、その期間の給付額
が定額で生じるとみなし、補正した給付算定方式に従う必要が出てくる。基準改正前にお
いて、支給倍率基準やポイント基準を採用していた企業は、給付算定式に従う方式に移行
すると考えられるが、実質的な会計処理は同一となる。なお、期間定額基準と給付算定式
に従う方式のうちで一旦選択した方法は、原則として継続適用することが要求されている。
公開草案において、期間定額基準の存続が提案された際には、賛成の立場と反対の立場
との間で激しい議論が繰り広げられた。以下に賛成意見と反対意見の代表的なものを示し
ておくこととする。
17本稿第 2 章第 1 節第 3 項を参照。
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期間定額基準を選択適用で認めるべきとする賛成意見18
(1) 直接には観察することができない労働サービスの費消態様に合理的な仮定を置か
ざるを得ないことを踏まえると、労働サービスに係る費用配分方法を一義的には決
めることができない。したがって、勤務期間を基礎とする費用配分方法(つまり期
間定額基準)についても否定する根拠に乏しいのではないか。
(2) 国際財務報告基準において一部のキャッシュバランスプランに対する給付算定式
に従う方法の適用が不明確であり、方法の見直しが検討されていることにある。国
際財務報告基準での一部のキャッシュバランスプランに対して給付算定式に従う
方法を用いた場合、利息付与額が株価指数等のリターンに連動するキャッシュ・バ
ランス制度において、リターンの最善の見積もりを使用してそれが全期間適用され
るとの前提のもとに退職給付見込み額を予測計算した後に、その退職給付見込み額
を安全性の高い債券の利回りを用いて現在価値に割り引くと、株価指数の期待リタ
ーンが優良社債の利回りを上回る場合、退職給付債務が過大評価される、といった
問題が生じてしまうのである。
期間定額基準存続を認めないとする反対意見19
(1) IAS19 では、最終的には給付算定式に従う方法が採用されているため、この経緯を
踏まえると期間定額基準を改めて支持する根拠に乏しいのではないか。
(2) 勤続年数の増加に応じて提供される労働が向上することを踏まえれば、毎期の費用
を定額とする期間定額基準よりも給付算定式に従って費用が増加する方が実態をよ
り表すのではないか。
(3) 勤務をしていても給付が増額されない状況があるが、このような状況でも費用を認
識する点で期間定額基準は妥当ではない。
(4) 給付算定式に従う場合、著しく後加重である場合など、勤務期間を基礎とする費用
配分が適当な状況があるとしても、すべての場合において勤務期間を基礎として配
分する必要はない。
(5) 退職給付債務は、その時点における支給額を示すように給付算定式を基礎とすべき
であり、これと直接関連しない測定値になる期間定額基準は妥当ではない。
18 [井上雅彦、2010] p.692
19 [井上雅彦、2010] p.693
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上記の議論を経て、我が国の公開草案においては、これらの給付算定式に従う方式採用
論者と期間定額基準採用論者の意見を折衷的に取り入れつつ、国際財務報告基準・米国基
準に代表される国際的な会計基準との整合性を図るべく、給付算定式に従う方法と期間定
額基準の選択適用が提案されることとなったのである。ここでは、公開草案で提案されて
いる期間定額基準と給付算定式に従う方法の両者の処理について簡単にみておきたい。
図表 14 期間定額基準と給付算定式に従う方式の処理の比較①
ある退職一時金制度において、従業員が勤務後、15 年未満に退職した場合、各年 30 ず
つ増加し、15 年後に退職した場合には、その後、各年 5 ずつ増加するものとする。この制
度のもとで、従業員 A が 25 年後に退職すると見込まれたと仮定する。
退職給付見込額
給付算定式に従う方法
500
450
期間定額基準
勤務期間
15 25
従業員 A に関する各期の発生額
期間定額基準→退職給付見込額 500(＝30×15 年＋5×10 年)を勤続年数 25 年で除した
額である 30 となる。
給付算定式に従う方法→勤続年数 15 年までは 30、15 年以降は 5 となる。
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図表 14 期間定額基準と給付算定式に従う方式の処理の比較②
ある退職一時金制度において、従業員が勤務後、10 年未満で退職した場合は支給しない
が、10 年超 20 年未満に退職した場合は 100、20 年後に退職した場合には 500 支給すると
する。この制度のもとで従業員 A が 25 年後に退職すると見込まれたと仮定する。
退職給付見込額
500 定額で生じると見なして
補正した給付算定
式に従う方法
期間定額基準
100 勤務期間
10 20 25
従業員 A に関する各期の発生額
期間定額基準→［1］と同様。退職給付見込額 500(＝30×15 年＋5×10 年)を勤続年数
25 年で除した額である 30 となる。
給付算定式に従う方法→勤務期間の後期における給付算定式に従った給付額が初期と
比べて著しく高い水準になると考えられ、勤続 20 年を超える勤務の部分では重要な追
加の退職給付が生じない事態となるため、20 年まで定額で生じるとみなした補正によっ
て 25(＝500÷20 年)、20 年以降では 0 となる。
次に、③であるが、現行基準において従業員の平均残存勤務期間に応じた期末の安全性
の高い債権の利回りを基礎にして割引率が設定されてきた。なお、ここでいう債券とは、
期末における国際、政府機関債および複数の格付け機関による直近の格付けがダブル A 以
上のものを対象としている。
公開草案では、給付見込期間ごとに設定された複数の割引率を使用することを原則的な
考え方としている。ただし、実務上は、給付見込期間及び給付見込期間ごとの退職給付の
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金額を反映した単一の加重平均割引率を使用することもできる。なぜなら、時期や金額の
異なる給付から成り立つ退職給付債務を適切に割り引くためには加重平均割引率が最も妥
当だと考えられること、国際的な会計基準との整合性を図ることができることなど考えら
れるからである。
図表 15
「給付見込期間ごとに設定された複数の割引率」による退職給付債務の計算イメージ
退職給付債務
割引率 A
割引率 B 退職給付見込額
将来
割引率 C 勤務
期間分
過去
勤務
評価基準日 28 年後 29 年後 30 年後 期間分
最後に、④であるが、論点整理に対しては、財務諸表の有用性をさらに高めるべく、そ
の拡充を求める意見が数多く寄せられたことや、より多くの項目を注記している国際財務
報告基準や米国基準とのコンバージェンスを進める観点から、退職給付債務や年金資産の
増減の内訳など、現在の国際的な会計基準で開示されている項目を中心として注記事項の
追加が実施されることとなっている。
ここで公開草案において追加される注記項目について具体的にみてみよう。以下に、今
回追加されるものを全て示しておいた。
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(1)退職給付の会計処理基準に関する事項
(2)企業の採用する退職給付制度
(3) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
(4) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
(5)退職給付債務及び年金資産と貸借対照表で計上された退職給付に係る負債及び資産へ
の調整表
(6)退職給付に関連する損益
(7)その他の包括利益で計上された数理計算上の差異および過去勤務費用の内訳
(8)貸借対照表のその他の包括利益累計額に計上された未認識数理計算上の差異および未
認識過去勤務費用の内訳
(9)年金資産に関する事項ならびに事業主が翌年度に支払うと予想される拠出の概算額お
よび事業主が翌年度に受給権者に支払うと予想される退職給付の概算額
(10)数理計算上の計算基礎に関する事項
(11)その他の退職給付に関する事項
このような各項目の大幅な追加によって、財務諸表利用者が財務諸表を通して退職給付
会計の情報に関してより正確に読み取ることが可能になることが考えられる。
ステップ 1 の部分に関しては、国際財務報告基準とは異なる日本基準独自の会計処理が
なされている点が幾らか見られることが注目に値する。例えば、退職給付債務の期間帰属
や未認識項目の即時認識におけるリサイクリングの有無などを挙げることができる。
他方、ステップ 2 の部分に関しては、ASBJ における検討が殆ど活発化していないよう
に感じられる。今後の動向については絶えず注視しておく必要があるといえよう。
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第 4 章 見直し案が経済社会・会計実務に及ぼす影響
前章で詳述した日本基準、国際財務報告基準、米国会計基準における退職給付会計基準
の見直し案を踏まえ、第 4 章では、当該見直し案が実施された場合において日本及び他の
世界各国の経済社会・会計実務には如何なる影響が生じるのか、検討を行うこととしたい。
そして、それらの影響によって懸念される問題を解決するためには如何なる対応策を講じ
る必要があるのか詳論する。
第 1 節 想定されうる影響
ここまで述べてきた見直し案が実施されると如何なる影響が世界の経済社会および会計
実務にもたらされるのであろうか。会計基準ごとに、見直し案の主要論点に分けて詳細に
論じることとしたい。
(1)日本基準
まず、日本基準について述べる。数理計算上の差異と過去勤務債務といった未認識項目
の即時認識が実施されたと仮定して発生が考えられる影響についてみていこう。従来、未
認識項目の遅延認識を採用していたときには、退職給付引当金の算定にあたって、数理計
算上の差異の費用化を行う前の予定計算を前提にした数値を用いてきた。このような場合
において、期末時点において実際に算定された退職給付債務や年金資産の時価は財務諸表
の注記としてのみ必要なものとなり、時価情報の開示実務に間に合う時期に注記情報を入
手し得れば、会計実務上特に問題が生じることはなかった。
しかし、公開草案に準拠すると、期末の積立状況を示す額をそのまま負債として貸借対
照表に計上しなければならなくなり、財務諸表作成のタイミングで積立状況を把握するこ
とが強いられることが考えられる。これにより、これまでオフバランス処理されていた未
認識項目が、発生時において一度にオンバランス処理されることで多額の負債が計上され、
貸借対照表に与えるインパクトは多大なものとなることが予想される。仮に公開草案が基
準化された場合、日経 300 に挙げられる我が国の主要企業において、如何なる額で実際に
影響が生じるのか、以下の未認識債務ランキング、自己資本に与える影響ランキングの図
表を通して概要を把握することとしたい。
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図表 16 未認識債務額ランキング
順位 企業名 積立不足額(未認識債務)(億
円)
1 三菱 UFJ FG 7,393
2 みずほ FG 6,805
3 富士通 4,002
4 三井住友 FG 3,557
5 NEC 3,484
6 日本航空 3,315
7 三菱重工業 2,592
8 日産自動車 2,450
9 新日本製鉄 1,426
10 シャープ 1,342
11 住友信託銀行 1,217
12 富士電機 HD 1,130
13 中部電力 1,093
14 デンソー 1,081
15 三菱ケミカル HD 1,048
16 パナソニック電工 969
17 住友電気工業 938
18 JFE HD 909
19 東京電力 801
20 KDDI 783
(注 1) 『エコノミスト』第 87 巻 56 号 p.87 をもとに筆者作成。
(注 2)積立不足額(未認識債務)=未認識数理計算上の差異+未認識過去勤務債務+会計基準変
更時差異の未処理額
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図表 17 自己資本に与える影響ランキング
順位 企業名 自己資本に与え
る影響 (退職給付
債 務 / 自 己 資
本)(%)
退職給付債務(億円)
1 日本航空 459 8,010
2 東芝 309 13,808
3 三洋電機 263 3,859
4 日立製作所 210 22,055
5 富士通 207 15,524
6 DIC 203 1,932
7 NEC 168 10,805
8 富士電機 HD 155 2,018
9 CSK HD 142 286
10 日本ユニシス 141 1,047
11 三菱電機 134 11,363
12 板硝子 105 2,585
13 山崎製パン 103 2,176
14 パイオニア 97 1,075
15 マルハニチロ HD 94 601
16 全日本空輸 84 2,697
17 IHI 84 1,609
18 TOTO 83 1,493
19 オリンパス 79 1,270
20 日本水産 78 436
(注) 『エコノミスト』第 87 巻 56 号 p.87 をもとに筆者作成。
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上記の未認識債務ランキング、自己資本に与える影響ランキングの両方において、我が
国を代表とする著名な企業が名を連ねていることが分かる。仮に、図表で挙げたような状
況のもと、公開草案基準化に拠って未認識項目の即時認識が強制されるようになると、主
要企業の自己資本が毀損され、配当原資の計算上も支障をきたす結果となる。したがって、
我が国の経済社会に想定外の影響を及ぼし兼ねないといえよう。
また、公開草案に準拠すると、現在のような低迷傾向にある年金資産運用環境20のもと
では、純資産を大幅に減少させてしまう可能性も考えられよう。公開草案では、過年度の
数理計算上の差異等の未償却残高が純資産の部のその他の包括利益累計額に直接的に計上
されることになるからである。なお、その他の包括利益累計額に対しては税効果会計が適
用されることもあり、繰延税金資産の回収可能性があると判断された場合は、繰延税金資
産計上額の分だけ純資産の減少額が減額されることとなるが、他方、回収可能性がないと
判断される場合は減額がなされないために、純資産の増減幅がより大きく拡大する可能性
もあろう。
また、未だ具体的な法改正等はなされていないが、会社法における分配可能利益の額に
対して、純資産を減少させる働きをもつその他の包括利益累計額の認識が実務上多大な影
響を及ぼすことも考えられるため、今後の動向には注視すべきだといえる。
次に、退職給付見込額の期間配分方法が変更された場合における影響についてみていこ
う。退職給付見込額の期間配分方法に関しては、従来、原則は期間定額基準であり、一定
の場合のみ給与基準、支給倍率基準、ポイント基準を認めることとなっていた。他方、公
開草案では、期間定額基準と給与算定式に従う方式の選択適用とし、一度採用した方法は
原則として継続適用しなければならないこととした。
これによる影響としては、給付算定式に従う方式を採った場合、公開草案に設けられて
いるなお書きに従い、｢仮に、勤務期間の後期における給付算定式に従った給付額が、初期
よりも著しく高い水準となるときには、当該機関の給付額が定額で生じるとみなして補正
した給付算定恣意に従わなければならない」が、この文言の中にある著しく高い水準とは
如何なる水準のことなのか、その判断が問題となる。もっとも、公開草案において具体的
な数値判断は示されていないが実質的には IAS19 と同様であり、とくに実務上の混乱は生
20 2005 年度は＋19.16％と近年においては高運用利回りを誇っていたが、以降は運用利回
りが急激に悪化し、2008 年では－17.80%にまで落ち込んでしまった［週刊ダイヤモンド、
2009］p.42。
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じないであろう。
また、期間定額基準と給付算定式に従う方式の選択適用を認めるにあたっては、どちら
の方法を選択したかによって期間配分額が大きく異なり、結果として各期への影響が多大
なものになることが考えられる。これは第 3 章第 2 節の図表 14,15 を用いて示したとおり
であり、極めて明白である。
次に、予想昇給率について変更がなされた場合における影響についてみていこう。予想
昇給率に関しては、従来は、「確実に見込まれる」昇給等が含まれていたが、公開草案では、
「予想される」昇給等が含まれることとなる。すなわち、予想昇給率算定にあたって、考
慮される昇給の範囲が拡大することになるといえる。
会計実務上、従来は定期昇給のみを考慮している事例が通常であったが、公開草案によ
ると、インフレーション、年功、昇進、雇用市場における需給状況といった、定期昇給以
外の他の多くの関連要素を考慮することが見込まれる。だが、ベースアップ21という考え
方の変容やリーマンショックに端を発する長期的景気低迷に拠る悪影響が見られる現段階
においては、公開草案に起因する会計実務上の実際の影響は比較的軽微なものになるので
はなかろうか。
次に、割引率の設定方法について変更がなされた場合における影響についてみていこう。
割引率の基礎となる期間は、従来、原則として退職給付の見込支払日までの平均期間が採
られ、実務上は、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とすることも許容されてきた。
これに対し、公開草案では、原則、退職給付の見込支払日までの期間ごとに設定された複
数のものを使用することとされ、実務上は、給付見込期間及び退職給付の金額を反映した
単一の加重平均割引率を使用することが許容されることとなる。つまり、退職給付債務の
割引方法としては、IAS19 と同様に「給付の発生時期に対応した債券金利による割引、す
なわちイールドカーブ22による割引」に変更されることになるといえよう。
通常、割引期間を設定するうえでは、退職給付の見込支払日までの期間に帰属するキャ
ッシュ・フローごとに設定してゆく方法を採ることが妥当である。そのため、まとめた割
21 ［新日本有限責任監査法人、2010］p.298 ベースアップとは、給与水準の引き上げのこ
とをさす。通常、会社では、能力、年齢、金属など予め定められた項目に従った昇給基準
線や賃金表、給与テーブルなどと呼ばれる賃金給与決定の基準が規定されている。これら
基準に従って基本給等を増額させることを定時昇給、基準金額そのものを修正改訂し、賃
金給与水準を上昇させることをベースアップという。
22 ［井上雅彦、2010］p.87 利回りを図示した、利回り曲線のことをいう。
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引率を適用する場合には、原則として「給付の平均発生期間」を割引期間としなければな
らない。給付の発生期間を適切に算定してゆくにあたり、現行 IAS19 で採られている、給
付支払の見積時期・金額等を適切に反映する加重平均割引率を適用する等の方法を用いる
必要がある。このような改正によって、仮に実務上許容された給付見込期間及び退職給付
の金額を反映した単一の加重平均割引率を用いた場合は、割引計算の手続きが煩雑化する
おそれもあろう。
最後に、注記事項への影響についてみていこう。公開草案では、現在、国際的な会計基
準で求められている項目を中心として注記項目が追加されることとなった。前述したが、
代表的なものとしては、企業の採用する退職給付制度や退職給付債務及び年金資産と貸借
対照表で計上された退職給付に係る負債及び資産の調整表など、11 もの項目に上っている。
このような注記項目では、状況や用いた仮定などの詳細な説明と分析情報による裏付けが
要求されている。したがって、従来以上に、アクチュアリー等の企業年金の専門家に依頼
しなければならない場面が増加すると考えてもよいであろう。
(2)国際財務報告基準
次に国際財務報告基準について改訂 IAS19 が発効した場合を想定し、その影響を述べて
おきたい。一般的に、国際財務報告基準では、原則主義の考え方がとられており、最終的
に如何なる会計処理を選択するかは経営者に委ねられている側面があるといわれる。それ
ゆえ、経営者は、財務諸表利用者とりわけ投資家に採用した会計処理の妥当性等の根拠を
可能な限り詳細に説明することが求められるようになる。
まず、確定給付負債(資産)の純額の変動の認識と表示方法の変更の影響について見てい
こう。改訂 IAS19 では、現行 IAS19 においては注記で対応している金額をオンバランス
することになるため、財務諸表作成段階で積立状況の正確な把握が求められることとなる。
また、これに伴い、財務諸表に与える潜在的・付随的なインパクトや将来的に純資産が目
視可能な形で変動しやすくなることが懸念される。したがって、企業においては退職給付
制度のリスク管理やガバナンスの向上といった経営課題への対処をより十分なものとし、
財務諸表利用者に対する説明を従来以上に徹底していかなければならないであろう。
次に、期待運用収益率等の廃止の影響について見ていこう。改訂 IAS19 では、期待運用
収益率を廃止し、代替的に割引率を用いて期待運用収益を算定し、利息費用と純額で表示
することが求められる。つまり、実質的には確定給付負債(資産)の純額に割引率を乗じた
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ものを利息費用として損益計上する処理となるのである。そこで、以下では現行 IAS19、
改訂 IAS19 それぞれの処理の比較を試みることとする。
図表 18 現行 IAS19 と改訂 IAS19 における期待運用収益率の処理
前提条件
当年度において、確定給付制度負債 1,000、制度資産 600、割引率 3％、期待運用収益率 4％
であったとする。なお、勤務費用については簡略化のため考慮しない。
◎現行 IAS19
利息費用 30(確定給付負債 1,000×割引率 3％=30)
期待運用収益 24(制度資産 600×期待運用収益率 4％=24)
これらの差額 6 が、当期費用として損益計上される。
◎改訂 IAS19
費用 12((確定給付制度資産 1,000－制度資産 600)×割引率 3％＝12)
このようにして算定された費用 12 が、損益計上される。
(注)三輪登信［2011］、「改訂 IAS19 号における実務上の影響と留意点」、『企業会計』第 63
巻 10 号 pp.35-36 をもとに筆者が作成。
現行 IAS19、改訂 IAS19 の処理を比較すると、後者は前者よりも計上される費用が 6
だけ大きくなる。これにより、改訂 IAS19 発効によって、全体的に毎期計上される年金費
用の増加が見込まれる。
また、会計実務においては純利息費用の算定方法に関する影響がもたらされる点は深刻
である。改訂 IAS19 では、給付支払の見積時期を反映させることが求められている。この
際、用いられる割引率は単一の加重平均割引率であれば、計算は上記の設例によって示し
たように容易であるが、仮に複数の割引率を用いる方法を採った場合は、年金給付支払の
見積時期ごとに年金資産を関連付けてゆく作業が必要となり、実務上の負担は大変増大す
るといえよう。
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また、経営者の視点からは、期待運用収益率の廃止によって、リスク重視の運用を行っ
ていたとしてもそれによって得られるプレミアムが損益に反映されなくなる一方で、この
リスクによって純資産が変動しやすくなることを避けられなくなり、年金資産の運用方針
について再検討する必要に迫られる場合も生じるであろう。
次に、開示の拡充の影響についてみてみよう。これまで述べてきたとおり、開示の拡
充の対象は大変広範囲なものとなる。開示の拡充によって、財務諸表利用者側にとっては
制度内容や運営状況、リスクの所在や大きさに関する透明性や比較可能性がより高まり、
総じてメリットは大きいといえる。他方、財務諸表を作成する企業側にとっては、財務諸
表利用者とりわけ投資家に対する説明責任が従来よりも高くなり、財務諸表に与える影響
のみを考慮するだけでは不十分である。そのため、合理的な年金制度運営や情報の入手・
管理を遂行すべく、連結グループ全体での年金制度ガバナンスを向上させる必要が生じよ
う。
次に、原価計算への影響についてみてみよう。とくに製造業など、企業経営上、原価計
算が大きなウエイトを持つ業態の企業では、退職給付費用が製造費用を構成するか否かと
いう問題は深刻であるといえる。現行 IAS19 では、勤務費用・利息費用・期待運用収益・
数理計算上の差異などの未認識項目の認識部分で構成される退職給付費用の一定割合を製
造費用に含めているが、改訂 IAS19 ではこのような会計処理の継続が許容されるのか、ま
たその金額は現行 IAS19 と同水準のものなのか重要な論点となる。改訂 IAS19 では、確
定給付費用のうち労務費等として製造費用に含まれるべき金額は、従来通り原価計算に含
めることが許容され、通常、棚卸資産額を構成するものになると考えられる。したがって、
確定給付債務(資産)の純額の再測定は本来、その他の包括利益に計上されて純損益には振
り替えられることはないが、原価計算の過程を通じて製造費用として会計処理される場合
は、結果的に純損益に計上されることになろう。
では、財務諸表に与える影響について如何なることが言えるであろうか。まず、数理計
算上の差異等の即時認識に起因する、従来よりも変動しやすい金額が製造費用に含まれて
しまう可能性があるというものである。現行 IAS19 においては、数理計算上の差異等は遅
延認識が認められたため、毎期の製造費用計上額は比較的安定的であった。だが、改訂
IAS19 では数理計算上の差異等は即時認識されることとなり、この一定割合を原価計算に
含めた場合は、製造費用の中に従来よりも変動しやすい金額が含まれて、毎期の製造費用
計上額が以前よりも不安定なものとなる恐れがある。
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次に、現行 IAS19 において販売費や一般管理費等に含められていた数理計算上の差異は、
確定給付負債(資産)の純額の再測定に含まれその他の包括利益として計上されることとな
り、改訂 IAS19 では純損益に計上されなくなることも考えられる。
他方、会計実務に与える影響は如何なるものであろうか。まず、数理計算上の差異の純
損益における取扱いが、日本基準と改訂 IAS19 では大きく異なる為、日本基準に加え国際
財務報告基準を用いて財務諸表を作成している企業の会計実務担当者にとっては、売上原
価や棚卸資産など原価計算に関する管理事務が複雑化するおそれがある。次に、国際財務
報告基準を適用する企業の初年度では、改訂 IAS19 の遡及適用が必要とされることとなり、
既存の棚卸資産等に含まれる数理計算上の差異等の金額の調整に関する検討を強いられる
こととなる点も深刻である。
改訂 IAS19 発効に伴い、関連する原価計算実務に関しては上述の複雑かつ多様な論点も
絡むこととなる。したがって、国際財務報告基準の適用を検討する製造業の企業はこれの
煩雑化を覚悟した上で適用に踏み切らなければならないだろう。
(3)米国基準
最後に米国基準について述べることとする。
まず、数理計算上の差異と過去勤務債務といった未認識項目の即時認識が実施されるこ
とによる影響についてみていこう。SFAS158 発効により、未認識項目は発生時に貸借対照
表上のその他包括利益へ税効果考慮後の金額によって即時認識されることとなった。同時
に、未認識項目はその他の包括利益に認識した後に、純期間退職給付費用として認識され、
当該金額についてはその他の包括利益から純利益に加減算される所謂リサイクリングが採
られることとなった。
嘗て SFAS87 で要求されていた追加最小負債に関する会計処理や未認識項目の遅延認識
によれば、貸借対照表と損益計算書が非連携になり、所謂クリーン・サープラス関係23が
満たされないという問題も抱えていた。だが、SFAS158 では、追加最小負債に関する会計
処理を廃止し、従来の未認識項目に相当する金額の発生時にその他の包括利益上で形式的
に即時認識するも、結果的にはその後リサイクリングを通じた純利益への遅延認識を維持
23 [広瀬義州、2011]p.69 純資産の変動額が損益計算上の利益を経由しており、したがって
剰余金には損益計算書を経由していない項目が混入されていない状態。
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することとし、SEC 報告24の指摘を生かしてクリーン・サープラス関係を可能な限り維持
するように努めているのである。これによって、SFAS158 は SFAS78 と比較して、貸借
対照表にオンバランスされる情報を重視するようになったともいえよう。
次に、退職給付債務の算定基礎が変更されたことによる影響についてみていこう。
SFAS87 では、退職給付債務を累積給付債務(ABO)で算定することとされていたが、
SFAS158 では、予測給付債務(PBO)を用いて算定することに改められた。結果的に、制度
資産と予測給付債務の相殺による純額が貸借対照表上の負債(または資産)として計上され
ることとなった。これにより、貸借対照表上の負債(または資産)に関し、従来の未認識項
目の認識に係る金額および累積給付債務を前提とした場合の追加最小負債25の規定が除か
れることとなり、財務諸表利用者の退職給付制度の積立状況の理解に寄与するのではなか
ろうか。
最後に、割引率の設定方法について変更がなされたことによる影響についてみていこう。
SFAS158 発効前には割引率の設定に際し、貸借対照表日前 3 ヶ月以内の一定日のものを
用いるとされていたが、SFAS158 発効後は貸借対象日に限定された。これによって、従来
問題視されてきた企業側の恣意性を排除し、企業間での比較可能性が向上することが期待
される。もっとも、その反面、測定日を限定することによって、貸借対照表日現在の市況
に大きく左右されるおそれがあることに注意を払う必要が生じたといえよう。
ここまでの検討を通じて、どの会計基準設定主体の見直し案を採っても経済社会・会計
実務に対する影響は存在するが、とくにランク付けするならば米国基準、国際財務報告基
準、日本基準の順に影響が多大なものになるということができよう。
第 2 節 見直し案実施にあたっての対応策
見直し案実施にあたって経済社会に対して諸々の影響が生じることを第 1 節で述べた。
そのうえで、経済社会への影響を最小限に抑えながら滞りなく見直し案を実施するために、
如何なる対応策が講じられているのか。本節では各会計基準に分けて、その対応策につい
てみてゆきたい。
24 詳細は、本稿第 3 章第 1 節 2 項を参照。
25 詳細は、本稿第 2 章第 3 節を参照。
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(1)日本基準
まず、日本基準について述べる。2010 年 3 月の公開草案公表以降、その内容に関して
企業から異論が相次いだために、現在に至っても会計基準の適用範囲や方法などに関する
議論が継続されている。また、企業において新たな退職給付会計基準を導入するにあたっ
ての実務負担が増大することが想定されている。
現在 ASBJ で行われている議論によると、強制適用時期を当初予定されていた 2012 年
3 月期末から、2013 年 3 月期末に 1 年間先送りする案が有力となっている。これにより企
業に対し十分な準備期間を与えるというのが狙いであると考えられる。
また、ASBJ では、会計基準適用の内容に関しても改めて議論を開始している。なかで
も、未認識項目の即時認識に関する見直しに焦点が当てられているといえよう。公開草案
においては、年金積み立て不足の負債計上、つまり未認識項目の即時認識を原則とすると
の取扱いがなされている。しかし、第 1 項でも述べたように即時認識を徹底させると、配
当原資を計算する役割を担う個別財務諸表の自己資本が目減りし、利益配分の判断に影響
が及ぶのではないかと懸念する意見が出された。そこで、再見直しでは、以下の 2 つの案
が議論されている。第一には、未認識項目の即時認識には一定の猶予期間を置くというも
のである。そして第二には、配当原資を定める役割を持つ個別財務諸表では当面の間、即
時認識を行わないというものである。このようにすることによって未認識項目の即時認識
を徹底した連結財務諸表では損失が出たとしても、個別財務諸表では利益を確保し、配当
原資とすることができるようになる26。
(2)国際財務報告基準
次に、国際財務報告基準について述べる。経営上のリスクの顕在化や投資家への説明責
任の増大が見込まれる改訂 IAS19 発効に当たっては、年金資産運用リスクや確定給付制度
債務の変動リスク、子会社管理などまで含めた統合的なリスク管理体制の構築・高度化や
制度自体のガバナンスの向上を図ることが検討に値しよう。近年では、リスク管理面では、
全社的リスク管理(ERM)27といった手法が注目を集める傾向が強いが、年金制度に関する
26 [『日本経済新聞』2011.8.24 朝刊 p.15]
27［日本在外企業協会、2007 ］全社的リスク管理(ERM)とは、企業などの組織体がその目
的達成のために行う意思決定や業務遂行などにおけるすべてのリスクに関して、組織全体
の視点から統合的・包括的・戦略的に把握・評価・最適化し、価値最大化を図るリスクマ
ネジメントのアプローチのことをさす。
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面においてもこのような視点を取り入れる必要性があろう。
リスク管理を進めてゆくと、年金制度における積立不足、すなわち未認識項目について
は、従来とは異なる視点で把握することになる可能性がある。現行 IAS19 が採られていた
従来では、多額の未認識項目が存在していれば、否定的なイメージで捉えられることが一
般的であった。しかし、改訂 IAS19 発効以降は、年金制度は、投資リターンや資金需要と
の比較など、他の企業全体の財務活動と一体的に検討されることが望ましいといえよう。
期待運用収益率等の廃止に関しても適切かつ有効な対応策を採るべきである。たとえば、
企業が保有する現金の有効活用が挙げられる。史上最悪ともいうべき低金利時代の昨今に
おいて、貸借対照表において現金として保有していても僅かな利息しか生み出さない。し
たがって、この現金を退職給付制度に積極的に拠出し、制度の内側に現金という形で保有
することが求められる。このようにすることで、割引率に相当する部分の収益を当期純利
益に反映させることが可能となるのである。将来において拠出する可能性が高い掛金を前
もって拠出することや、資産運用上の緩衝的な余裕資金を確保しておく方法は、多くの現
金を保有する企業にとって特に有効な対応策であり、前向きな導入が求められよう。
もっとも、この対応策はメリットばかりではなく幾つかの留意点が存在する。第一には、
年金制度の内部に拠出した現金を保有している場合は、実際には収益は生まれないため、
その影響をその他包括利益において調整する必要が生じる点である。これにより、自己資
本が毀損される恐れもあるのである。ただ、現金を多く保有する企業においては自己資本
の充実が見られるパターンが一般的であり、その他の包括利益での期待運用収益相当分の
調整による影響は僅少なものであると考えられる。
第二には、年金資産に拠出する資金のコスト面についての比較を行わなければならない
という点である。すなわち、資金を掛金拠出する場合と融資や社債繰り上げ返済などの金
融負債圧縮を行う場合を比較し、企業にとっては負債を圧縮する上でどちらが有利か、と
いう問題である。確定給付負債も有利子負債もともに貸借対照表に計上される負債である
から、どちらの負債を圧縮するかは企業のファイナンス戦略上、重要な課題となる。
その判断に当たっては、確定給付債務の純額の調達コストである割引率と、有利子負債
の調達コストである借入利息やクーポン利子率を比較することが求められる。もっとも、
厳密には、有利子負債は時価評価されないこともあり、両者を単純比較して得られた結果
をそのまま参考にして決断を下すのは妥当ではない。比較によって得られた結果は、あく
まで全社的リスク管理の一判断材料としての位置づけにするのが望ましいと考える。
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(3)米国基準
最後に、米国基準について述べる。米国基準では、SFAS158 に盛り込まれ、既に実施さ
れてきた対応策に関して言及することとする。
まず、数理計算上の差異を始めとする未認識項目の遅延認識が改められ、包括利益を
通した即時認識が行われるようになったが、このことに拠り、未認識額は直接的にその他
包括利益累計額として認識され株主資本に影響が及ぼされる為、未認識項目、とりわけ数
理計算上の差異の発生に関して米国基準採用企業は敏感にならざるを得ない。数理計算上
の差異の発生をできるだけ僅少に抑えるために、数種類の対応策をとる企業も出てこよう。
例えば、年金資産運用面では、資産配分や運用スタイルといた運用方法をコントロールす
ることによって、運用利回りの変動を一定の許容範囲にとどめる対応策28、また退職給付
債務の変動面では、終身年金を有期年金に変更するなどの制度設計の変更を行うことで、
数理計算上の差異発生額をある程度コントロールする対応策29などが考えられる。
次に、測定基準日を決定するにあたり決算日以前の日を選択する方法の廃止が行われ
たが、これに関して SFAS158 の早期適用を採る企業が現れた。例えば、設定基準日と決
算日が異なる企業においてある年度の決算は当該年度の基準日を基準とする計算結果に基
づくが、翌年度の年金費用の計算は当該年度末を基準とする方法、すなわち当該年度にお
いて基準日と決算日両方に計算を行う方法を採った場合、測定基準日と決算日の合計 2 回
に負債の評価を行うこととなる。翌年度の年金費用は、決算日を基準とする評価が行われ
るが、仮に、測定基準日から決算日の間に市場利率が上がれば、翌年度の費用を減少する
ことができるからである。
28 [あずさ監査法人、2005] pp.19-20 実際の年金資産運用は年金基金や運用機関に委託さ
れるのが通常だが、最終的にリスクを負担するのは企業であるから、資産運用全てを丸投
げせず、企業側が運用方法の決定などにある程度積極的な関与をすることが求められる。
29 [あずさ監査法人、2005] pp.20-21 死亡率自体の低下を避けることはできないが、終身
年金を有期年金に変更することによって死亡率変動に拠る数理計算上の差異の発生を殆ど
無くすることができる、また、年金給付利率を市場金利に連動するタイプの制度に変更す
ることによって、一時金選択率の変動に拠る数理計算上の差異発生の抑制につながる。も
っとも、これらの対応策を実施するには、現行制度を継続した場合の会社負担やその変動
リスクの大きさを分かりやすい具体的なデータを用いて説明することによって、従業員の
同意を得る必要がある。
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第 5 章 今後妥当と思われる退職給付会計の姿
第 5 章では、これまで第 2～4 章にわたって詳細に述べてきた日本基準、国際財務報告
基準、米国基準における現行及び見直し案の会計処理を幾つかの論点に関して比較検討し、
より妥当であると考えられる退職給付会計の会計処理について一定の見解を示すこととし
たい。そして、これまでの議論を全て踏まえた上で、退職給付会計の将来展望に関する具
体的結論を述べる。
ここまで論じ、また図表によって検討してきた退職給付会計の現行基準、見直し案にお
ける会計処理を踏まえ、いずれの処理が今後退職給付会計制度を円滑かつ効率的に維持・
運用していくために、妥当であると考えられるのか詳細に検討する。そして、妥当と思わ
れる会計処理の具体的結論を述べることとする。第 1 節 期間配分方法、第 2 節 割引率、
第 3 節 未認識項目(数理計算上の差異および過去勤務差異)の処理、第 4 節 会計観に分
けて検討することとしたい。なお、ここでは日本基準ではステップ 1 の公開草案、国際財
務報告基準では改訂 IAS19、米国基準では SFAS158 が採用されている状態を仮定し、議
論を進めてゆく。
第 1 節 期間配分方法
図表 19 期間配分方法に関する各基準間の比較
日本基準 国際財務報告基準 米国基準
●公開草案
期間定額基準、給付算定式
に従う方式の選択適用。
※いったん選択した方法
は、原則として継続適用。
●現行基準
原則:期間定額基準(意見書
四、2)
●現行基準(現行 IAS19)
原則:給付算定方式
例外:期間定額基準
(§67)
●SFAS87 適用後
原則:給付算定方式
(SFAS87§40)
例外:期間定額基準
(SFAS87§42)
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例外:給与基準、ポイント基
準、支給倍率基準
退職後給付の期間配分方法については、日本基準の公開草案で採られている、給付算定
方式に従う方法と期間定額基準の選択適用が合理的であると考える。
給付算定式に従う方法と期間定額基準それぞれを主張する論者の意見については第 3 章
第 2 節でも触れたとおりであるが大変多岐に渡っており、給付算定式に従う方法と期間定
額基準の双方においてメリットおよびデメリットが存在するため、どちらが優れている方
法なのか明確に断定することは困難を極める。したがって、従来からの会計実務である期
間定額基準をも存続させ、最終的には企業の判断に拠って選択適用させるのが妥当である
といえるのではなかろうか。
現在、国際財務報告基準においては、一部のキャッシュバランスプランに対する給付算
定式に従う方法の適用が不明確となっており、方法の見直しが検討されていることもあり
給付算定式に従う方法のみを採るのは妥当ではないと考える。
では、国際財務報告基準で生じるこの問題は具体的にどのようなものか。仮に、利息付
与額が株価指数等のリターンに連動するキャッシュ・バランス制度を想定してみよう。リ
ターンの最善の見積もりを使用して、それが全期間適用されるとの前提のもとに退職給付
見込み額を予測計算した後に、その退職給付見込み額を安全性の高い債券の利回りを用い
て現在価値に割り引くと、株価指数の期待リターンが優良社債の利回りを上回る場合、退
職給付債務が過大評価される、といった問題が生じてしまうのである。
このように、退職給付債務の過大評価が懸念される場合があるため、給付算定式に従う
方式のみの強制適用は合理的であるということはできない。
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第 2 節 割引率
図表 20 割引率に関する各基準間の比較
日本基準 国際財務報告基準 米国基準
●公開草案
原則: 給付見込み期間ごと
に設定された複数の割引
率。
実務: 給付見込み期間及び
給付見込み期間ごとの退職
給付の金額を反映した単一
の加重平均割引率。
●現行基準
安全性の高い長期の債券
(長期国債、政府機関債およ
び優良社債 (複数の格付け
機関に拠る直近の格付けが
AA 以上のもの))の利回り。
●現行基準(現行 IAS19)
優良な社債の利回り (その
ような債券市場が未整備の
国においては、国債の利回
りを用いることとする)。
原則として、給付支払の見
積時期に応じた割引率を用
いなければならない。ただ
し、実務上は、給付支払の
見積時期およびその金額等
を考慮した単一の加重平均
割引率を用いることを認め
る。
●SFAS158 適用後
年金給付が実効的に生産さ
れうる利率が用いられる。
これは、具体的には、年金
契約の現在価格を決定する
利率、PBGC30から公表され
ている利率、優良債権の利
回り等が実務上では用いら
れているということであ
る。
割引率は、①期待収益率と
は独立的に決定されるこ
と、②期末日ごとに再評価
されること、③金利水準の
変動に合わせて変更される
こと、がそれぞれ求められ
る。
割引率については、国際財務報告基準(現行 IAS19)のものが妥当であり、公開草案にお
いてこの取扱いが盛り込まれたことは、望ましいことだと言える。
なぜなら、時期や金額の異なる給付から成り立つ退職給付債務を適切に割り引くために
は、各期間の割引率を合理的に反映させることが可能な加重平均割引率が最も妥当だと考
えられるからである。
30 米年金給付保証公社(The Pension Benefit Guaranty Corporation)の略称。退職者の所
得保障に関する 1974 年の法律により設立された米国の公社である。年金基金の参加会社
が支払う保険料とその運用益によって運営され、税金からの収入は得ていないという特徴
を有する。
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今後は、日本基準独自の概念である重要性基準31について見直し、我が国の基準をより
国際財務報告基準に近づけるべきであろう。基礎率のうち割引率に関しては、10%基準32が
実務上採られていることが大半であり、仮に基礎率の変動に重要性を欠く場合は、退職給
付債務等に係る変動も軽微なものとみなされてしまうことが多いからである。
第 3 節 未認識項目の処理
図表 21 未認識項目の処理に関する各基準間の比較
日本基準 国際財務報告基準 米国基準
●公開草案
数理計算上の差異および
過去勤務費用:即時認識
その他の包括利益で認識
した未認識項目は、平均残
存勤務期間の各年におい
て純利益へリサイクリン
グされる。回廊アプローチ
の導入は、ステップ 2 の公
開草案で触れられるので
はないかと想定される。
●現行基準
数理計算上の差異および過
去勤務債務:遅延認識
数理計算上の差異および過
●新基準(改訂 IAS19)
数理計算上の差異および過
去勤務費用:即時認識
その他包括利益で認識した
未認識項目は、純利益への
リサイクリングを行わな
い。回廊アプローチは廃止
されている。
●現行基準(現行 IAS19)
数理計算上の差異 :次の方
法から選択。①一定の｢回
廊｣の範囲内の数理計算上
の差異を認識しない方法
(回廊アプローチ)(§92)。②
回廊アプローチを適用した
●SFAS158 適用後
数理計算上の差異および過
去勤務費用:即時認識
数理計算上の差異を損益と
して処理するのではなく、
発生時に一旦、その他の包
括利益で即時認識する。そ
して、回廊アプローチ(最善
の見積もりによる基礎率を
用いた結果生じた計算差異
に一定の許容範囲を設ける
方法)を用いながら、残存勤
務期間に渡ってその他の包
括利益から純利益に振り返
るリサイクリングを行うこ
ととなる(SFAS158)。
31基礎率などの計算基礎に重要な変動が生じない場合には計算基礎を変更しないことをい
う。詳細は、本稿第 3 章第 2 節を参照。
32 期首と期末における適正な割引率を適用して算定した退職給付債務が 10％以上変動し
なければ期首時点の割引率を継続して用いて期末の退職給付債務を計算できる基準
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去勤務債務は、原則として
各期の発生額について平均
残存勤務期間以内の一定の
年数で按分した額を毎期費
用処理しなければならない
(三 2(4))
回廊アプローチは採用せ
ず、基礎率に重要な変動が
ない場合にはこれを変更し
ないことができる。(意見書
四 3)
場合であっても、損益の双
方に対し必ず同一の方法を
用い、かつ、継続適用を条
件として、早期認識する方
法。③その他の包括利益に
おいて発生年度において即
時認識する方法。(§93)
過去勤務費用 :受給権が確
定している場合は、過去勤
務費用は直ちに損益として
認識する。また、受給権が
直ちに確定しない場合は、
受給権が確定するまでの期
間にわたり定額法により認
識する。(§96)
未認識項目の処理については、米国基準のような会計処理が最も優れているのではない
かと考える。つまり、未認識項目は発生時において全額をオンバランスしたうえで、平均
勤続期間に渡って純利益でリサイクリングする処理を支持するわけである。
その理由としては三点挙げることができる。第一に、原価計算を円滑に行うためである。
退職給付債務は、後払される人件費であると解釈することができる。ゆえに、未認識項目
が認識されることによって生じる費用は、人件費として処理することが要求されることと
なる。未認識項目を発生時においてその他の包括利益で認識して、後にリサイクリングを
行わない国際財務報告基準では、人件費が純利益に反映されないこととなってしまうので
はないか。
そして第二には、純利益を重視する傾向にある投資家に誤解を与えないためである。
会計基準のコンバージェンスによって我が国でも包括利益計算書が開示されるようになっ
ても、投資家は純利益を最も重要な利益であると認識することが変化することはないと考
えられる。それゆえ、株価の割安度を測定する指標として、1 株当たり純利益から計算さ
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れる PER33を重要視することは、日本だけにとどまらず世界中の投資家に共通の認識であ
るといえよう。このような現状のもと、国際財務報告基準での会計処理のようにリサイク
リング廃止によって退職給付債務の未認識項目が純利益に反映されないようになると、純
利益が過大なものとなり、投資家に対して誤解を与えてしまうことが懸念される。
近年では、日本企業の中にも自国の会計基準である日本基準に則った財務諸表を作成す
るだけでなく、海外の投資家の理解を図る意味で国際財務報告基準に則り計算した財務諸
表を任意に開示することが散見される。その際、海外の投資家に一番誤解を与えやすいの
が退職給付会計の変更だといえる。国際財務報告基準では、未認識項目は発生時において
貸借対照表で即時認識するが、その後の年度においてリサイクリングが行われることはな
い。結果、営業費用としての遅延認識を行う日本基準と比較し、費用として認識しない分
だけ、純利益が大きいものとなってしまう。これにより、投資家に対し、国際財務報告基
準をとると純利益が過大になるという誤解を与えることが懸念されよう。
第三には、企業の恣意性を排除し、もって投資家側の企業間比較を容易ならしめること
が可能だからである。仮に、従来通り未認識項目を発生時にオンバランスせず、平均残存
勤務期間に渡って遅延認識を続けることを会計基準上で容認したとしよう。そのような場
合は、平均残存勤務期間の範囲内ならば償却年数の決定は企業側に委ねられるため、企業
の利益操作手法として悪用されてしまうおそれが生じる34。このため、米国基準のような
会計処理は、未認識項目を発生時にオンバランスすることで企業側の恣意性を排除すると
同時に、リサイクリング処理によって適切な純利益情報を投資家に対し提供することもで
きる点で合理的である。
以上を踏まえた上で、日本基準・国際財務報告基準・米国基準を比較するならば、米国
基準のように未認識項目は発生時において全額をオンバランスし、平均勤続期間に渡って
純利益でリサイクリングする処理が優れているといえよう。
したがって、未認識項目の認識に関する会計処理につき、日本基準は米国基準に合わせ
る形でコンバージェンスが進められ、最終的に基準化されることが望ましいと考える。仮
に、未認識項目の認識に関する会計処理が日本基準から米国基準のような会計処理になっ
たとしても、投資家の誤解・混乱を新たに招くことは想定されないからである。
33 PER(株価収益率)=株価÷1 株当たり純利益
34本稿第 2 章第 1 節第 3 項を参照。
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第 4 節 会計観
では、ここまで論じてきた各会計基準を、会計観を通して検討することとしたい。
まず、日本基準では、従来から収益費用アプローチが重視されてきた。これは、企業が
1 年間の事業活動を通じて生み出した利益である当期純利益など、損益計算書における利
益情報を重視していたからである。もっとも、現行退職給付会計基準は毎期の退職給付費
用の算定に当たっては資産負債アプローチの考え方に立脚し、他方、未認識項目の遅延認
識に関しては収益費用アプローチの考え方に立脚しているため、所謂ハイブリッド構造を
有していると考えられる35。このため、純粋な収益費用アプローチであるとは言い切れな
い点には注目すべきである。
公開草案では、未認識項目の遅延認識を廃止し発生時に即時認識することとなり、負債
性のある負債の計上をより重視していると考えることができる。したがって、完全な形に
近い資産負債アプローチに基づく会計処理が実現されるようになるのではなかろうか。
次に、国際財務報告基準や米国基準といった国際的な会計基準では伝統的に資産負債ア
プローチが重視されてきた。これは、期首から期末にかけての純資産の増減額つまり包括
利益など、貸借対照表における利益情報を重視していたからである。資産負債の測定に関
し、可能な限り公正価値を採用し、企業の経済的実態を反映することが目的とされている。
ここまで論じてきたように、昨今では世界的な動向としては資産負債アプローチが主流
であり、我が国もそれに追随する形で歩調を合わせて会計基準の改訂を進めている状況で
ある。適切な期間損益計算を重視する収益費用アプローチではなく、資産性ある資産及び
負債性ある負債の計上を重視する資産負債アプローチの方が、投資家に対し、「企業の富」
の増減の状況を適切に報告することが可能となる点で優れている。
したがって、退職給付会計基準に関して各会計基準設定主体の基準を比較するならば、
資産負債アプローチを重視した国際的な会計基準の方が合理的であり、会計基準コンバー
ジェンスに拠って我が国の基準と国際的な会計基準との差が解消されようとしている現状
は好ましいものであると評価できる。
35本稿第 2 章第 1 節第 2 項を参照。
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第 6 章 おわりに
本稿を締めくくるにあたり、その全体像について、ここでは各章ごとに振り返っておく
こととしたい。
まず、第 1 章では、退職給付会計に関連する課題点を挙げ、そのうえで筆者が何故退職
給付会計に関する研究を志すに至ったかを述べた。代表的な課題点として位置づけられる
未認識項目の会計処理について主に言及したが、他にも課題点は多岐にわたっている。数
ある財務会計の論点の中で、如何にして退職給付会計に行き着いたのか、筆者自身の強い
問題意識や拘りを表現することができたと考えている。
次に、第 2 章では、現行の退職給付会計基準について、各会計基準設定主体の基準を俯
瞰し、より重要度の高い会計処理を挙げその内容について詳論した。いずれの会計基準に
おいても、とりわけ未認識項目の会計処理については、各企業の恣意性が介入し利益操作
手法として広く活用されていることから企業間の比較可能性を害し、必ずしも財務諸表利
用者に資する退職給付会計情報が提供されているとはいえない状況であると思われた。
次に、第 3 章では、世界的な会計基準コンバージェンスの動向の中、退職給付会計基準
の改訂は如何なる形で実施されているのかを詳論した。その過程で各会計基準設定主体は
相互に歩調を合わせながら慎重に改訂作業を進めていることもあってか、改訂作業が当初
予定されていた予定よりも遅延傾向にあることが浮き彫りにされた。もっとも、この傾向
は好ましくないものであると断定することはできない。何故なら、短期間に何度も会計基
準が見直されることは回避すべきであり、改訂にあたってはそのような事態に陥らないた
めにも、着手する項目やその順序の見極めを一定の時間をかけて慎重に行うことは許容さ
れるべきだからである。
次に、第 4 章では、各基準において進められている見直し案に挙げられている会計処理
が経済社会・会計実務に及ぼすと考えられる影響について詳論した。日本基準では、基準
改定に伴う企業における実務的負担を軽減すべく強制適用時期を 1 年間遅らせる形で猶予
を与えることや、財務諸表上のインパクトが大きいために未認識項目の即時認識に関して
も実施方法につき 2 つの案を提示すること等が検討される運びとなった。また、国際財務
報告基準では、経営上のリスクの顕在化や投資家への説明責任の増大が見込まれることか
ら、統合的なリスク管理体制の確立および年金制度自体のガバナンス向上が早急に求めら
れる状況となっている。また、米国基準では、割引率の設定方法について、嘗ては貸借対
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照表日前 3 ヶ月以内の一定日のものを用いるとされていたが、SFAS158 発効後は貸借対
照表日に限定された。これによって、企業側の恣意性を排除し、企業間での比較可能性が
向上することが期待される反面で、測定日を限定することによって、貸借対照表日現在の
市況に大きく左右されるおそれが生じたといえるだろう。
ここまでの検討を通じて、どの会計基準設定主体の見直し案を採っても経済社会・会計
実務に対する影響は存在するが、とくにランク付けするならば米国基準、国際財務報告基
準、日本基準の順に影響は多大なものになると結論づけた。
次に、第 5 章では、日本基準、国際財務報告基準、米国基準における現行及び見直し案
の会計処理を①期間配分方法、②割引率、③未認識項目(数理計算上の差異および過去勤務
差異)の処理、④会計観の計 4 つの論点に関して比較検討した。①に関しては、日本基準の
公開草案で採られている給付算定方式に従う方法と期間定額基準の選択適用が妥当である
という結論が得られた。何故なら、給付算定式に従う方法と期間定額基準の双方において、
メリットおよびデメリットが存在するため、どちらが優れている方法なのか明確に断定す
ることは困難を極めるため、従来からの会計実務である期間定額基準をも存続させつつ、
最終的には企業の判断に拠って選択適用させるべきだと考えるからである。
②に関しては、割引率は、国際財務報告基準(現行 IAS19)のように加重平均割引率を用
いるのが妥当であり、日本基準の公開草案においてこの取扱いが盛り込まれたことは歓迎
すべきであるとの結論が得られた。何故なら、時期や金額の異なる給付から成り立つ退職
給付債務を適切に割り引くためには、各期間の割引率を合理的に反映させることが可能な
加重平均割引率が最も妥当だと考えられるからである。
③に関しては、米国基準のような、未認識項目を即時認識し、残存勤務期間に渡ってリ
サイクリングする会計処理が最も優れているのではないかとの結論が得られた。何故なら、
原価計算を円滑に行い、また投資家に対し適切な純利益情報を提供し、更には企業の恣意
性排除を実現するためにはこの会計処理が最も妥当であると考えられるからである。
④に関しては、適切な期間損益計算を重視する収益費用アプローチではなく、資産性あ
る資産及び負債性ある負債の計上を重視する資産負債アプローチの方が、投資家に対し「企
業の富」の増減の状況を適切に報告することが可能となる点で優れていると結論付けた。
したがって、資産負債アプローチを重視した国際的な会計基準が合理的であり、会計基準
コンバージェンスに拠って我が国の基準と国際的な会計基準との差が解消されようとして
いる現状は好ましいものであると考えた。
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以上で述べてきたような形で、各会計基準における会計処理を整理し、より妥当である
と考えられる会計処理について一定の見解を示すことができたと考えている。
では、ここまで論じてきたことを踏まえて、今後我が国の退職給付会計基準は如何なる
形をとるのが妥当であるのか、筆者自身の見解を示すこととしたい。
2000 年の退職給付会計導入当初に生じた未認識項目の顕在化は、各企業によって採られ
た代行返上36等の様々な対策によって 2006 年度では上場企業全体でみるとほぼ解消した。
しかし、近年の景気低迷に起因する運用利回りの悪化に拠って 2007 年度以降は再び未認
識項目が拡大し、その規模は自己資本の 5％を占めるまでに至っている37。更に、退職給
付債務や年金資産が、市場環境に伴って変動する性質を有することも重大な問題である。
未認識項目は、現行基準においてはオフバランス処理し遅延認識することが原則的であ
って、運用悪化の影響が財務諸表に対し直接的に反映されずに済んでいた。しかし、公開
草案によると未認識項目は即時認識されることが提案されており、仮にこの内容で基準化
されれば、未認識項目が自己資本を圧縮してしまうだけでなく、将来的に発生する退職給
付債務の変動や年金資産の運用損益の発生など、退職給付会計上のあらゆるブレがストレ
ートに財務諸表に反映されることとなる。そのようになれば、退職給付会計を導入してい
る企業にとっては、現在、主流となっている確定給付型年金を運営することは、常に高い
リスクに曝されていると言うに等しい状況となる。
このリスクを回避するためには、確定給付型年金の縮小・廃止を行ったり、或いは確定
拠出型年金への転換を図ったりすることも想定される。だが、確定給付型年金の廃止・縮
小については、2000 年以降に給付減額等の措置をとった企業も多くみられる中、再び減額
措置をとれば、従業員の労働意欲を削いだり、会社に対する不信感を増大させたりする恐
れもある。また、確定拠出型年金への転換は、企業側が年金の運用リスクから解放される
点から一見すると優れた策のように捉えられがちであるが、他方、従業員側にとってみれ
ば、会社側から拠出される掛金の運用責任を全て背負わせられるのはあまりにも酷である
といえるのではないか。仮に社内で投資教育を行ったとしても、投資の素人である従業員
は、機関投資家と同等の投資を実行できるのかといえば甚だ疑問が残る。
36代行返上とは、厚生年金の代行部分を国に返し、プラスアルファ部分を確定給付企業年
金へ移行することをいう。確定給付企業年金法の施行によって、厚生労働大臣の認可を受
けることによって、代行部分に係る権利義務を国へ返還することが可能となった［新日本
有限責任監査法人、2010］p.286。
37 ［あずさ監査法人、2010］p.22
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このようなことから、確定給付型年金の縮小・廃止や確定拠出型年金への転換を早急
に推進していくだけでは不十分であり、会計基準設定・適用段階での対応策や、キャッシ
ュバランスプラン導入に拠る対応策を講じていくのが妥当であると考える。
会計基準設定・適用段階での対応策としては、例えば現在 ASBJ で行われている議論の
ように、未認識項目の即時認識に伴って配当原資を計算する役割を担う個別財務諸表の自
己資本が目減りし、利益配分の判断に影響が及ぶのを回避すべく、次のような方法をとる
ことが挙げられる。第一には、未認識項目の即時認識には一定の猶予期間を置くというも
のである。そして第二には、配当原資を定める役割を持つ個別財務諸表では当面の間、即
時認識を行わないというものである。とりわけこの第二の方法は、未認識項目の即時認識
を徹底した連結財務諸表では損失が出たとしても、個別財務諸表では利益を確保し、配当
原資とすることができる点で極めて有効だといえるのではなかろうか。
また、キャッシュバランスプラン導入に拠る対応策は、確定給付型年金と確定拠出型年
金の中間的な制度をもつキャッシュバランスプランの導入を推進してゆくものである。
年金資産の運用責任は企業が負うため、確定給付型年金の一つに位置づけられるが、長期
金利などに合わせて給付水準が変化するため、通常の確定給付型年金に比べて企業側の負
担を抑えることができる。他方、従業員にとっては一定水準以上の給付が約束されており、
また掛金の運用責任を負わされることもないため、運用成果によっては将来の年金給付額
が大きく変動する確定拠出型年金制度ほど定年後の収入が不安定になる懸念も生じない。
このように確定給付型年金と確定拠出型年金の双方のメリットを併せ持つキャッシュバラ
ンスプランは大変魅力的であるといえるのではなかろうか。
なお、ここまでで述べてきたような二種類の対応策が採られた上で、退職給付会計を導
入している各企業において社内リスク管理の対策を講じるのも有効である。例えば、従来
から重きを置かれていた資産運用リスクだけでなく、負債(退職給付債務)の変動リスクを
含めた統合的なリスク管理を講じるべきだと考える。また、多くの子会社を有する企業に
とっては、親会社のみでリスク管理を考えることは、不可能であり、連結ベースの管理を
通じて子会社の年金制度に関するコントロールを万全に行う必要が生じよう。
退職給付会計は現在、基準改訂に向けて議論が進められており、未だ改訂実現への道の
りは険しいものといえる。そのような中で、企業側にとっても、また従業員及び退職者側
にとっても、負担が最小限に抑えられる退職給付会計基準が模索され、最終的に実現され
てゆくことを願ってやまない。
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最後に、今後の研究の方向性について述べておきたい。本稿では主として、各会計基準
設定機関における退職給付会計の現行基準および見直し案を俯瞰し、その妥当と思われる
姿を論じてきた。しかし、退職給付会計に係る論点は更に多岐に渡っているものである。
今回は紙幅等の関係上取り上げられなかったが、基礎率算定の厳密な取扱いや退職給付信
託などの多くの論点に関しても着目し、引き続き研究に取り組んでゆきたいと考えている。
研鑽を絶え間なく積み重ね、退職給付会計も含め財務会計に関する研究をライフワークに
したいと切望しているものである。
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1.各会計基準における退職給付会計基準の沿革
2.各会計基準における今後の見直し案の全体像
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1.各会計基準における退職給付会計基準の沿革
日本基準
1979 年
2000 年
2005 年
2007 年
2007 年
2008 年
日本公認会計士協会監査第一委員会報告第 33 号
「適格退職年金制度等に移行した場合の会計処理及び表示と監査上の取扱い」
退職給付に係る会計基準
退職給付会計に係る会計基準注釈
企業会計基準第 3 号
「『退職給付会計に係る
会計基準』の一部改正」
企業会計基準第 14 号
「退職給付会計に係る会計
基準」の一部改正(その 2)
企業会計基準第 19 号
「退職給付会計に係る会
計基準」の一部改正(その
3)
実務対応報告第 2 号
「退職給付制度間の移行
等の会計処理に関する実
務上の取扱い」
企業会計基準適用指針
第 1 号「退職給付制度間
の移行等に関する会計
処理」
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国際財務報告基準
1983 年
1993 年
1994～1995 年
1996 年
1998 年
2000 年
2004 年
論点整理「退職給付及びその他の従業員給付コスト」
公開草案 E54「従業員給付」
IAS19「従業員給付」
IAS19「従業員給付」の改訂
IAS19「従業員給付」の改訂
IAS19「事業主の財務諸表における退職給付の会計」
IAS19「事業主の財務諸表における退職給付の会計」の改訂
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米国基準
1985 年 1985 年 1990 年
2003 年
2006 年
SFAS87
「事業主の年金会
計」
SFAS88
「給付建年金制度の精算および縮小なら
びに雇用終了給付に関する事業主の会計」
SFAS106
「年金以外の退職
後給付に関する事
業主の会計」
SFAS132(R)｢年金およびその他退職後給付に関する事業主の開示｣
(SFAS87、88 および 106 の開示の修正)
SFAS158「給付建年金およびその他退職後制度に関する事業主の会計」
(SFAS87、88、106 および 132(R)の一部修正)
SFAS87
SFAS88 SFAS132(R) SFAS106
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2.各会計基準における今後の見直し案の全体像
日本基準
2009 年
ステップ 1 ステップ 2
2010 年 2011 年に公開草案を公表予定
2012 年に基準化を予定
だが、2011 年内に公開草案が公表
されなかった。
当初 2011 年、次いで 2010 年内の基準化が
予定されていたが、未だ基準化されず。
「退職給付会計の見直しに関する論点の整理」
企業会計基準公開草案第 39 号「退職給付
に関する会計基準(案)」及び
企業会計基準適用指針公開草案第 35 号
｢退職給付に関する会計基準の適用指針
(案)｣
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国際財務報告基準
2008 年
DP フェーズ 1 DP フェーズ 2
2010 年 フェーズ 1 に関する改訂完了後、
FASB との共同の包括的見直しを
予定しているため、現時点では
一時中断されている。
時期については現時点では未定。
2011 年
ディスカッションペーパー
「IAS19 の改訂に係る予備的見解」
公開草案
「給付建制度―IAS 第 19 号の修正提案」
改訂 IAS 第 19 号「従業員給付」
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米国基準
2005 年
第 1 段階 第 2 段階
2006 年 具体的時期は未定。
IASB における退職給付プロジェクト
の完了後、IASB との共同プロジェク
トの実施を検討することとなる。
そのため、2009 年より FASB では退職
給付プロジェクトは休止されている
状態である。
SFAS87「事業主の年金会計」における変動の報告方法を見直すプロジェクト
SFAS158
「給付建年金およびその他退職後制度に
関する事業主の会計」
